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第 1回がん検診のあ り方に関する検討会

議事次第

日 時 :平成 24年 5月 28日 (月)

16:00-18:00

場 所 :全国都市会館 3階 第 1会議室

議 事 次 第

1 開 会

2 議 題

･がん検診の現状について

･がん検診に関する最近の知見等について

･今後の検討会の進め方について

【資 料 】

資料 1 ｢がん検診のあ り方に関する検討会｣開催要綱

資料 2 がん検診の現状

資料 3 がん対策推進基本計画 (変更案)がんの早期発見部分抜粋

資料 4 がん死亡減少のためのがん検診 (祖父江構成員提出資料)

資料 5 がん検診に関する最近の知見等について

資料 6 ｢がん検診のあ り方に関する検討会｣の今後の議事の進め方 (秦)

参考資料 1 がん対策推進基本計画 (変更案)

参考資料 2 がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

参考資料 3 市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果

(平成 22年 1月 1日時点)



- 画 :コ

｢がん検診のあり方に関する検討会｣開催要綱

趣旨

がん検診は健康増進法に基づく市町村の事業として行われている｡がん検

診の実施については｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針｣

(平成20年3月31日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知)を

定め､市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進しているところであ

る｡また､がん検診受診率向上に向け､平成21年度よりがん検診無料クー

ポンと検診手帳の配布や､企業との連携の促進､受診率向上のキャンペーン

等の取組を行ってきた｡

しかしながら､がん検診については､科学的根拠に基づくがん検診の実施

について十分でないこと､検診受診率についても依然として諸外国に比べ低

いこと等の課題が指摘されている｡

本検討会においては､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検診

の方法等について検討を行うとともに､受診率向上施策について､これまで

の施策の効果を検証した上で､より効率的･効果的な施策等を検討すること

とする｡

検討事項

(1)がん検診の項目について

(2)がん検診受診率向上に向けた施策について

(3)がん検診の精度管理 ･事業評価について

その他

(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括するO

(3)本検討会には､必要に応じ､別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課が行う｡

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協議の上､定める｡



別紙

｢がん検診のあり方に関する検討会｣ 構成員名簿

大内 憲明 国立大学法人東北大学医学部医学系研究科長･医学部長

菅野 匡彦 東京都八王子市健康福祉部地域医療推進課課長補佐

兼主査(成人健診 ･がん検診担当)

斎藤 博 独立行政法人国立がん研究センター

がん予防 ･検診研究センター検診研究部部長

祖父江 友孝 国立大学法人大阪大学医学系研究科環境医学教授

福田 敬 国立保健医療科学院研究情報支援研究センター

上席主任研究官

松田 一夫 財団法人福井県健康管理協会副理事長

道永 麻里 社団法人日本医師会常任理事

(五十音順 ･敬称略)



がん検診の現状

平成24年5月28日

厚生労働省健康局

がん対策 ･健康増進課



がん検診の種類

出典:かかりつけ医のためのがん検診ハンドブック (平成22年3月発行) (厚生労働省がん検診受診向上指導事業)



がん検診のあゆみ

昭和58年2月

昭和62年

平成4年

平成10年4月

平成20年4月

老人保健法施行

胃がん･子宮がん検診の開始

がん検診ES子宮休部がん･肺がん･乳がん検診を追加

がん検診に大腸がん検診を追加

老人保健法にもとづかない事業と整理

がん検診等に係る経費の一般財源化

健康増進法上(第19条の2)の健康増進事業として

がん検診を位置づけ



がん検診の根拠となる法令 (健康増進法)

健康増進法 (平成14年8月2日法律第103号)
(市町村による健康増進事業の実施)
第 1■9条の2
市虹村は､第17条第1項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業であって厚

健康増進法施行規則 (平成15年4月30日 厚生労働省令第86号)
(市町村による健康増進事業の実施)
第四条の二 法第十九条の二 の厚生労働省令で定める事業は､次の各号に掲げ
るものとする｡

- 歯周疾患検診
二 骨粗素症検診
三 肝炎ウイルス検診
四 四十歳以上七十四歳以下の者であって高齢者の医療の確保に関する法律
(昭和五十七年法律第八十号)第二十条 の特定健康診査の対象とならない者
(特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第一条第一項 の規定に基
づき厚生労働大臣が定める者 (平成二十年厚生労働省告示第三号)に規定する者
を除く｡次号において ｢特定健康診査非対象者｣という｡)及び七十五歳以上の
者であって同法第五十一条第一号 又は第二号 に規定する者に対する健康診査
五 特定健康診査非対象者に対する保健指導
六 がん検診



がん対策基本法 (平成18年6月23日法律第98号)

におけるがん検診の位置づけ
第三章 基本的施策

第一節 がんの予防及び早期発見の推進

(がんの予防の推進)略

(がん検診の質の向上等)

第十三条 国及び地方公共団体は､がんの早期発見に資するよう､

がん検診の方法等の検討､

がん検診の事業評価の実施､

がん検診に携わる医療従事者に対する研修の機会の確保

その他のがん検診の質の向上等を図るために必要な施策

を講ずるとともに､

がん検診の受診率の向上に資するよう､がん検診に関する普及啓発

その他の必要な施策

を講ずるものとする｡



がん検診の検診項目等



がん検診の方法等の検討

◆ 平成15年 12月 厚生労働省内に ｢がん検診に関する検討会｣設置

日的 :市町村事業におけるがん検診のあり方について､.科学的根拠に基づいた検討を行う

とともに､各がん検診の事業評価に必要な項目 (チェックリスト)等について主に

専門的な観点からの検討を行う｡

◆ 平成16年3月

◆ 平成17年2月

◆ 平成18年2月

◆ 平成19年6月

◆ 平成19年6月

◆ 平成20年3月

◆ 平成19年6月

がん検診に関する検討会報告

｢乳がん検診及び子宮がん検診の見直しについて｣

がん検診に関する検討会報告

｢乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について｣

がん検診に関する検討会報告 ｢大腸がん検診の見直しについてJ

がん検診に関する検討会報告 ｢胃がん検診の見直しについて｣

がん検診に関する検討会報告 ｢がん検診の事業評価の手法について｣

がん検診に関する検討会報告 ｢肺がん検診の見直しについて｣

厚労省内に ｢がん検診事業の評価に関する委員会｣設置

目的 :がん検診受診率向上に向けた取組や精度管理 ･事業評価を幅広く実施していくための

具体的な取組のあり方についての検討

◆ 平成20年3月 報告書 ｢今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について｣

◆ 平成20年3月 ｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針｣ 策定



市町村のがん検診の項目について

厚生労働省においては､ ｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針｣
(平成20年3月31日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知)を定め､
市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進｡

指針で定めるがん検診の内容

胃がん検診 問診及び胃部エ;yクス線検査 40歳以上 年1回

子宮がん検診 問診､視診､子宮頚部の細胞診及び内診 ■20歳以上 2年に1回

肺がん検診 問診､胸部エックス線検査及び暗疲細胞診 40歳以上 年1回 ■

乳がん検診 問診､視診､触診及び乳房エックス線検査(マンモグラフイ) .40歳以上 2年に1直l



指針で示しているがん種のがん検診における

指針以外の検査項目の実施状況

指針で示していろ p'‥がん種のがん検診に掛ナる二､ ･,.:市区如村数L.1=:

pJ指針以外の検査項目(嘩準回等) ･(回答数1783市区町村)

胃がん検診 胃内視鏡検査 234(13.1%)ペプシノゲン法 53(3.■0%)

ヘリコベクタ- [ビF]リ抗体 18(1.0%)

肺がん検診 cT検査 150(8.7%)

大腸がん検診 大腸内視鏡検査 32(1.8%)S状結腸鏡検査 30(1.7%)

注腸X線検査 5(0.3%)

乳がん検診 エコー検査 536(30.1%)

子宮がん検診 HP■∨検査 26(1.5%)

※対象者全てに実施している市区町村及び対象者の一部(希望者のみ等)に実施している市区町村の合計数 (重複回答)

出典 :市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果について (平成22年1月1日現在 健康局総務課がん対策推進室調べ)



指針で示しているがん種以外の
がん検診の実施状況

指針で示-.i:七いるがん種以外のがん検診の実埴準況 ,市区町村数∴-I(回筆数1.783市区町村)

･指針で示しているがん種以外も実施' 1238(69.4%)

∴指針や示しているr- ･∴市区町村数 ∴

･∴がん種JZj外のがん検診 (複数回答)I I(画容赦ー783市区町村)

前立腺がん (PSA検査等) 1205(67.6%)

肝臓がん .胆嚢がん..障臓がん (超音波 .血液検査) 55(3.1%)

卵巣がん (超音波検査) 29(1.6%)

甲状腺がん (超音波検査) 10(0.6%)

咽頭がん .口頭がん .口腔がん 25(.1.4%)

腹部 (超音波) 55(3.1%)

その■他のがん 44(2.5%)

､(重複回答)

出典 :市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果について (平成22年1月1日現在 健康局総務課がん対策推進室調べ)



発 見 経 緯 別 のがんの割合及び進行度分 布
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がん検診を行ったことにより

現状の受診率にて検診を行ったことにより､当該がんによる 対象者全員ががん検敦を昌放したがん検診受診率2)､ t∃ 各がんの

死亡が避けられたと推 Flヲ′二又E]タ′ _場合の当該がんの (※都道府県別男女別受診率 年間死亡者数(現状)3)

計される人数 (人)(受診率を※の範囲で移させた際の推計回避死亡数) 死亡率の減少1) 最低偵-最高値)

胃がん検 診 ll.244 61%減 (男性) 30.1% 49,772
(7,665-19.328) 50%減 (女性) (18.3%-50.5%)

肺がん検診 4,790(2,734-8.067) 28%減 1J 23.0%(13.5%-37.1.%) 69,591

大腸がん検診 ■ 7,744(4,900-13,397) 60%減 24二8%(l6.6%-38.7%) 44,300

子宮環がん検診L 886(701-1,326) 78%減 32.0%(26.7%-42.6%) 2.664

1)有効性評価に基づくがん検診ガイドライン(日本人対象の症例対照研究､ただし乳がんはアメリカのシステマティックレビュー)
2)平成22年国民生活基礎調査 (胃､肺､大腸､乳は40歳以上､子宮は20歳以上の受診率)
3)平成22年人口動態統計 (胃､肺､大腸､乳は40歳以上､子宮頚は20歳以上の死亡者数)

<考え方>
例えば､胃がん検診であれば､胃がんの死亡率を減少させる胃部エックス線検査の受診率30.1%
である場合､受診率が0%の場合と比較して､胃がんによる死亡を約11000人避けることができて
いると推計される

ll



<参考:各がん検診の年間推計受診者数及び検診単価>

胃がん検診 肺がん検診 大腸がん検診 子宮がん検診 乳がん検診

①推計受診者数1) 21,119千人 16,126千人 17,430千人 116,394千人 ll,670千人

@検診単価2) 9,200P]J. 5,100円 2,600円 4,400円 6,700円

1)平成22年国民生活基礎調査 (胃､肺､大腸､乳は40歳以上､子宮は20歳以上)
2)全国の輸診実施機関に対するアンケート調査より57施設の平均を算出｡
(検査項目や受診者によって単価が異なる施設は､その平均値を回答)
出典:厚生労働科学研究費補助金｢がん対策の医療経済的評価に関する研究｣報告書

12



がん検診の精度管理 .事業評価

13



がん検診の精度管理 ･事業評価について
がん検診の精度管理を推進するためには､

｢目標と標準の設置｣

r質と達成度のモニタリング ･分析｣友び

｢改善に向けた取組｣

の3つの段階について､がん検診に関わる関係者 (国､都道府県､市町

村､検診実施機関等)の役割を明確にした上で､それぞれが果たすべき役

割を着実に果たしていくことが求められる｡

目標と標準の設置
●技術t体 制的 指 標
●プロセス 指標

′ ヽ

改善に向けた取組
∴∴ 二

続的に検診の質を確保するという
観点から､ ｢技術 ･体制的指標｣
及び ｢プロセス指標｣の評価を徹
底し､結果としてがんによる死亡
少効果を目指す事が必要｡

質と達成度のモニタリング ･分析

出典 :平成20年3月がん検診事業の評価に関する委員会報告書 ｢今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方についてJ
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技術 .体制的指標
技術 ･体制如 旨標の具体的内容については､ ｢がん検診に関する検討会｣において､●｢事業評価のためのチェックリス ト｣ (都道府県用､市町村用､検診実施機関用)●｢仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目｣
としてとりまとめ､推奨 している｡

チ ェック リス トの例 (胃がん検診 市町村用)

胃がん検診のためのチェックリスト 【市町村用】

1.検診対象者

M 対象者の網羅的な名簿を住民台帳などに基づいて作成しているか

C21対象者に均等に受診勧奨を行っているか

2_受診者の情報管理帥

‖ 対象者数〔推計含むJを把握しているか

C2〕受診者数を性別･年齢階級別に集計しているか

〔3〕個人別の受診指己録)台帳またはデータベースを作成しているか

〔3-a,'J受診者数を過去の検診受診歴別に集言十しているか釦
〔3-bコ･受診者を検診実施機欄別に集計しているか

〔3-C:l過去3年間の受診歴を記録しているか

3.要精検事の把握馴-

〔1)要精検事を把握しているか

C2〕要精検挙を性別･年齢階級別に集計しているか

出典 :平成20年3月がん検診事業の評価に関する委員会報告書 ｢今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について｣ 15



技 術 ･ 体 制 的 指 標 の モ ニ タ リ ン グ

チェックリストの大 項 目を8割 以上 実 施 している市 区町村 の割 合

調査年

FbH19

tH21

■H22

1H23

胃がん 大腸 が ん 肺 がん 乳 がん 子 宮 がん

出典 :厚生労働科学研究費補助金第3次対がん総合戦略研究事業
標準的検診法と制度管理に係る新たなシステムなどの開発に関する研究班調べ
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プロセス指標
プロセス指標については､ ｢がん検診事業の評価に関する委員会｣において､

｢各がん検診に関する事業評価指標とそれぞれの許容値及び目標値｣として提示｡

許容JrLa_II..,: 一 , .. こ 目頻値L,こ_全がん 一.乳がん 子宮現がん 大腸がん 胃がん 肺がん

精検受診率 80%以上 70%以上 90%以上5%以下未把握率 10%以下

未受診率 l09も以下 20%以下 5%以下

未受診率+未把握率 20%以下 30%以下 . 10%以下

要精検率 ll.0%以下 1.4%以下 7.0%以下 ll.0%以下 3.0%以下

がん発見率 0.23%以上 0.05%以上 0.13%以上 0.11%以上 0.03%以上

活用方法 =各都道府県において各指標につい七提示されている数値指槙との比較を行う等

出典 :平成20年3月がん検診事業の評価に関する委員会報告書 ｢今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について｣
17



プロセス指標のモニタリング
(地域保健 ,健康増進事業報告結果)

平成21年度がん検診受診者における要精密検査の受診状況
(単位:人)

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮顎がん 乳がん

がん検診受診者数 丁) .3794488 6680014 6499000 4275409 2502080

要精密検査者数 1) 362471 193631 480447 60864 220793

日 ､ 受診意 %

要精検率 (%) 9.55 2.90 ~8.82ppん::-I;.::.7;

がんであった者数 1) 6332 3871 14228 3238 7447

｢がん検診受診者数｣に対する割合(がん発見率) (%) 0.17 10.06 0_22 0.08 0.30

｢要精密検査者｣に対する割合 (陽性反応的中皮) (%) I_.75 2.00 2.96 5.32 3.37

精密換査未受診者数 1) 36088 20674 88592 ･9395 14265

精密検査未受診率 2) (%) 10.0 10.7 18.4 15.4 6.5

精密検査未把握者数 1)精密検査未把握率 2) (%) 3.7515 26109 89544 12360I,A::i, ;,iJギTi;,I/:,,:-::加 .3 24839

注 東E]本大震災の影響により､岩手県の一部の市町村 (釜石市､大槌町､官古市､陸前高EEl市).宮城県のうち仙台市以外の市町村､福島県の一部の市町

村 (南相馬市､楢葉町.富岡町､川内村､大熊町､双東町､飯館村､会津若松市)が含まれていない.

1)平成21年度がん検診受診者における要精密検査者は､必ずしも受診年度 (平成21年度)に結果が判明しているとは限らないため､その翌年度 (平成22年
度)に判明した者も含めて把握している｡そのため､ rがん検診受診者｣についても平成21年度受診者を平成22年度報告で改めて把握したものであり､
r表8 がん検診受診者数及び受診率の年次推移Jの平成21年度がん検診受診者数の数値とは異なる.
2)r精密検査未受診者数｣及び r精密検査未把握者数｣が計数不詳の市区町村を除く｡

プロセ主指標の許容値を満たしているp-IrHfT/▲一~て吋~JI～▼JrT~1

i_仙_Ll/_ニL Jjロセス指標の許容値を満たしていない

18



がん検診の受診率の現状及び
向上に向けた取組

＼
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がん検診受診率の把握

･地域保線 二J健康増進事業報告 - ･.国民生活基礎調査

1報告者 :全国の市区町村2報告の頻度 :毎年3内容｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施 1回答者層化無作為抽出された5510国勢調査区の全ての世帯 (約29万世帯)及び世帯員 (約75.万人) (平成22年の場合)■2調査の勝度

のための指針｣■にもとづいて自治体が実施したがん検診の事業結果4結果 ･ーがん検診に係る項目は3年に1厚3内容｢あなたは過去 1年間に下記のがん検診
対象者数､受診者数､受診率､要精密検査 を受けましたか｣という質問に回答o (子宮

.者数､結果人数等 がん .乳がん検診については過去■2年間の状況も調査)4結果 受診者数､受診率

欠点 .欠点

･市区町村以外で行った検診 ･市区町村､職域､個人において受診したが

20



がん検診の受診率の推移
(国民生活基礎調査)
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出典 :平成22年国民生活基礎調査 (厚生労働省大臣官房統計情報部) 21



年齢階級別がん種別検診受診率
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がん検診受診率の推移
(地域保健 ･健康増進事業報告)

%
30

25

20

15

10

5

0

一軒胃がん
+ 肺がん

ー 大腸 が ん

⇒◆子宮 が ん

う粁乳 が ん

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

･平成22年度は､東日本大震災の影響により､岩手県の一部の市町料 (釜石市､大槌町､宮古市､陸前高田市､野田村)､宮城県のうち仙台市
以外の市町村､福島県の一部の市町村 (南相馬市､広野町､楢葉町､富岡町､川内村､大熊町､双葉町､浪江町､新地町､飯館村､会津若松
市)が含まれていない｡

･受診率は､計数不詳の市区町村を除く｡
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がん検診受診率の国際比較

乳がん検診(50-69歳)

一一∴ ∴ : A -:- : -: Li
･/

子宮がん検診(20-69歳)

78.7 74--

61.2

37.7

ぺげ 〆 〆 ♂ ㌔,,,,I:,,̂jjK

出典:OECDHealthData2011
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海外のがん検診について

英 50-70歳 3年に1回 25-49歳 3年に1回

50-64歳 5年に1回

65歳以上 50歳から一度も検診を受

けていない者あるいは過

去の検査結果で異常が
あった者

豪 ′50-69歳 2年に1回 18-69歳 2年に1回

NZ 45-69歳 2年に1回 20-69歳 2年に1回

韓EiI 40歳以上 2年に1回 30歳以上 2年に1回

米 40-64歳 州により異なる 18-64歳 州により異なる

加 50-69歳 2年に1回 18-69歳 3年に1回

日本 40歳以上 2年に1回 20歳以上 2年に1回

60-69歳 2年に1回

2011年1月-2014年12月の間に

50′55,65歳になった者

50歳以上 毎年

50-64歳 州により異なる

50歳以上 1-2年に1回

40歳以上 1年に1回

･英はNHSCancerScreeningProgramsより
･豪はBreastScreenAustraliaProgram,NationalCervicaTScreeningProgram,NationalBowelCancerScreening
Programより
･NZはBreastScreenAotearoa,NatioanlCervicalScreeningProgrammeより

●韓国はNationalCancerScreeTingProgramより
･米はNationalBreastandCervICalCancerEarlyDetectionProgram,ColorectalCancerControlProgramより
･加はHealthCanadaのホームページより
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がん検診未受診の理由
0 5 10 15 20 25 30

たまたま受けていない

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

健康状態に自信があり､必要性を感じないから

面倒だから

時間がなかったから

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

まだそういう年齢ではない

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

結果が不安なため､受けたくないから

ヨH21.9

TH19.9

出典 :平成21年がん対策に関する世論調査 (内閣府大臣官房政府広報室) 26



受診率向上のための取組①
がん検診推進事業

27



受診率向上のための取組②
がん検診受診促進企業連携推進事業

(がん検診企業アクション)
l 企業の立場
1 社員に対する役割
> rがん｣に対する理解の促進(社員等-の啓発)
ゝ がんの早期発見に対する支援(社員等のがん検診の推進)
> がんにな った際のフォロー(社員等の福利厚生)
社会 に 対 す る 役 割
> ｢が ん ｣ に つ い て の普及啓発(がん検診､緩和ケア等)
そ の 他 の 役 割

> が ん 患 者 等 に 対する支援 (関連製品の開発等)

事業内容
･企業連携の推進
･コンテンツ作成､Web運営などによる情報発信の推進
･事業者向け説明会等による意識啓発
･職域健診におけるがん検診受診率の現状及び課題の把握
･シンポジウム開催による推進パー トナーとの認識共有
･マスコミへの情報提供によるパブリシティ効果の向上
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[重 要互 ]

がん対策推進基本計画 (変更案)がんの早期発見部分抜粋

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携

促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮現がん･乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及香

発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針

以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっているO

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行う｡



がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診

を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的 ･効果的な施策を検討する｡

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める｡

(個別目標)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 .事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50% (胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮環がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡



2012.5.28｢がん検診のあり方に関する検討会｣資料

がん死亡減少のためのがん検診

●検診アセスメント･マネジメント
●ガイドライン作成

J租織 ･手順
t証拠のレベル ･推奨のレベル
■検診のもたらす不利益
■対策型検診 ･任意型検診

大阪大学大学院医学系研究科環境医学

祖父江友孝
回



データに基づいたがん対策の推進
目的 ●がん羅患 ･死亡の減少 ●がん患者 ･家族のQOL向上

: ≡ ≡ 〒 ~l l診療ガイドラインl

企画 ･立案

実施 ･評価 [画 一一･[夏 ]一画 一画 一一一･圏

=J/正しく実施さ ::,心へR

生活習慣 .環境要因 受診率 擾 嚢 吏 車 重 嚢 表ul･∴､.,.; ､バ三J;::: .三拝∫J〇三1::ー'pよ/･鳥.j=jJで..,∴､:､p



がん検診の目的 :

対象とするがんの死亡率.(進行がんの羅患率)∫.

対象とするがんの死亡率を減少させるには､

｢有効な検診を､正しく行う｣

がん 検 診 アセスメント がん検診実施マネジメント

検 診 有 効 性評価 精度管理
ガ イ ド ラ イ ン 受診率向上



がん検診アセスメント
2001年3月久道班 ｢新たながん検診手法の有効性の評価｣報告書

胃･子宮預 ･子宮体 ･卵巣 ･乳房 ･肺 ･大腸 ･肝がん肝
炎 ･前立腺について評価

｢新たな研究の進展にあわせて､∵定期的に見直し更新す
ることが重要であり､そのための常設的な機関をわが国
に設置すること｣が今後の課題として指摘された｡

がん研究助成金 ｢がん検診の適切な方法とその評価法の確立に関する研究｣班

(主任研究者 演島らさと/祖父江友孝)

2005年3月

2006年3月
2006年9月
2008年3月

2009年10月

2011年3月

｢有効性評価に基づくがん検診ガイドライン作成手順｣

｢有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン｣
｢有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン｣
｢有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン｣
｢有効性評価に基づく前立腺
がん検診ガイドライン｣
｢有効性評価に基づく子宮頚がん
検診ガイドライン｣
｢有効性評価に基づく前立腺
がん検診ガイドライン｣PLC〇･
ERSPCに関する更新ステートメント



1)がん検診有効性評価ガイドライン作成手順の定式化
｢がん検診有効性評価ガイドライン作成手順｣における
作成手順の概要

1.ガイドライン作成委員会の編成
2.対象となるがん検診の選定
3.AnalyticFrameworkの作成

4.文献の選択
･文献検索 (データベース検索条件､ハンドサーチ)

･抄録チェックによる採用文献リストの確定

5.個別研究の評価

･質の評価のためのチェックリスト

･構造化要約の作成

6.証拠のまとめの作成 (個別研究の総括)-証拠のレベル
7.証拠のまとめから推奨への翻訳 -推奨のレベル

8.ガイドライン報告書作成
9.外部委員による評価
10.ガイドラインの公開
ll.ガイドラインの評価 ･更新
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』EvidencePracticeCenter

AHRQ:AgencyforHealthcareResearchandQuality
USPSTF:USPreventiveServicesTaskForce
EPC:EvidencePracticeCenter

Partners

Review&Critique

Convenesa

Suppo汁S

AHRQ

Contractsa

OVerSeeS

evidence

synthesis

USPSTF

Analytic
framework

developmen

Evidence

preparation,
presentation&
discussion

●●･････････▲

Recommendations

‡ EvidenceReport

Peer-reviewed

Manuscript



■EvidencePracticeCenter

ThecurrentEPCsarelocatedat:アメリカ (カナダ)に14カ所

●BlueCrossandBlueShieldAssociation,TechnologyEvaluationCenter..

+DukeUniversity.i
+ECRJInstitute.i

+JohnsHopkinsUniversity.

+McMasterUniversity.
+Minnes iceCenter.

Evidence-basedPracticeCenter.呈

●RTHnternational⊥UniversityofNorthCarolina.
+SouthernCaHfornia.

●Tufts-NewEnglandMedicalCenter.呈
+UniversityofAlberta.i
+UniversityofConnecticut.

●UniversityofOttawa.

+VanderbiltUniversity.

USPSTFと連携



『EvidencePracticeCenter

Oregon-EPC

●レビュ ー ご と

にチーム を 形 成

する際の チ ー フ

●臨床医が疫学
の教育を受けて
担当することが
多い

OregonHea一thandScienceUniversity

Director
AssociateDirector

PrqjectDirector
ScientificDirector

Seniorinvestigator
6人

SeniorResearch
Associate

12人

●マスターレベルで､疫学､統計､

研究デザインなど専攻､10年以
上の経歴を持つ
●Systematicreviewの担い手

●全体25人
●1つのレビューに概ね1年かか
る｡現在5つ走っている｡
●AHRQから3年で12億､年間
4億｡残り2億が他の財源｡
●oregonはEPCの中では大きな
組織

Librarian1人
Editor1人
Biostatistician

兼任1人



ガイドラインにおける推奨の判断過程



検診発見がんの生存率が､症状発見がんよりも高
いことで評価すると､

●先行時間による偏り
●滞在時問の長さによる偏り
●自己選択による偏り
●過剰診断による偏り

の影響を受けて､有効性を過大評価 (有効でなく
ても見かけ上有効のように見える)することが知
られている｡

ちなみに､1-生存率=致命率≠死亡率



証拠のレベル判定基準表 (演島班/祖父江班)
レベル p主たる研究方法 内容

1++ RC十′系統的総括 . 一致性を認める質の高いRCT.系統的総括

1+ RCT/系統的総括 一致性を認める中等虚の質のRCT.系統的総括
AF組み合わせ AFの重要な段階においてRCTが行われており､2-什以上の症例対照 .コ

柿-卜研究が行われ､死亡率減少効果が示唆される

1- RCT/系統的総括 .質の低いRCT.系統的総括

2十十 症例対照′コホート -致性を認める質が高い症例対照 .コホート研究

2+ 症例対照′コホート 一致性を認める中等度の質の症例対照 .コホート研究
地域相関.時系列 一致性を認める質が高い地域相関研究 .時系列研究

AF組み合わせ 死亡率減少効果を指標とした直接的証拠はないが､AFの重要な段階においてRCTが行われており､一連の研究の組み合わせにより死亡率減少効
某が示唆される

2- 症例対照/コホート 質が低い症例対照 .コホート研究地域相関.時系列 中等度の質以下の地域相関研究 .時帯列研究

AF組み合わせ 死亡率減少効果を指標とした直接的証拠はないが､AFを構成する複数の
研究がある.

3. その他の研究 横断的な研究､発見率の報告､症例報告など､散発的な報告のみでAFを
構成する評価が不可能である

4 専門家の意見 専門家の意見

⑳研究デザインだけでなく､個別研究の質 ･結果の一致性を考慮した0
◎直接証拠だけでなく､間接証拠 (AF組み合わせ)を取り入れた｡

10



がん検診がもたらす不利益

●偽陽性者への不必要な検査 ･精神的負担
●偽陰性者の治療遅延

田 真陽性 偽陽性

偽陰性 真陰性

●検診にともなう合併症

●寿命に比べて臨床的に意味のないがんの診断 ･治療
(過剰診断)

他病死

if



Prostatecancerincidencerates(perlOO′000)
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Trendsofprostatecancer5-yearsurvivalrates(%)

byyearofdiagnosis

-Japan
-SEER

-England

-Wales

-Finland

1983185 1986-88 1989-91 1992-94 1995-99 2000-02
1993-96 1997-99
inJapan inJapan

Japan:MCUproject,SEER:SEERgprogram,England,WalesandFinland:EUROCAREstudy
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TrendofMajorCancersinKorea,Female
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Site Year AnnualPercentChange(%)
1999 2007

Thyroid ll.9 64.8 26.0*

Breast 24.5 39.9 6.6★

Stomach 28.3 25.7 -0.7 .

Colonandrectum 17.1 24.3 5.3*

Lung 12.9 13.7 1.2*

Cervix.uteri 18.6 12.2 -4.9*
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Age6PeCificincidenceratesbycancers]-tes,Female,2007
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推奨レベル判定基準表 (演島班/祖父江班)

鮭.:ー奨＼･_表現～. ･.対喪型華 診 1王意型1,検診- ..証拠の-レベル ~

･qA .死亡率減少効果を示す十分な証拠があるので､ 推奨す ,推奨す. 1十十/1+
実施することを強く勧める. る ､ や 'p

サ 死亡率減少効果を示す相応な証拠があるので､. 推奨す .推奨す 2十十/2+
実施することを勧めるo L.る ー ∴るp

,rCL死亡率減少効果を示す証拠があるが､無視できない不利 推奨し 条件付 1++′1+/
益があるため､対策型検診として実施することは勧めら
れない｡ さで実
任意型検診として実施する場合には､′安全性を確保し､ ない 施でき 2++′2+

不利益に関する説明を十分に行い､受診するかどうかを る
個人が判断できる場合に限り､実施することができる

.D .1死亡率減少効果がないことを示す証拠があるため､実施 推奨し 推奨し 1++′1+′
すべきではないo ない ない 2++/2+

･Ⅰ 死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるた 推奨しない 個人の.判断に基づく重診は妨げない 1-/2-/3/4

め､対策型検診として実施することは勧められない.
任意型検診として実施する場合には､効果が不明である

ことと不利益について十分説明する必要がある○その群

注
推奨Ⅰと判定された検診の実施は､有効性評価を目的とした研究を行う場合に限定
することが望ましい｡
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対策型検診と任意型検診の比較

対策型検診 任意型検診

基本条件 学芸賞EAJR完琵 誓書詔 詣 畠を目的とし対策型がん検診以外のもの

検診対象として特定された集団構成員の全定義されない+.くゝ蔓JC､. 旦/l=±コ′丁ヽJT▲ヒム出rn/TヽIj｣⊂:::コ十三L3L＼
検診 員(一定の年齢範囲の住民など)
対象者 ただし､無症状であること｡症状があり､

診療の対象となる者は該当しない

検診方法

ただし､無症状であること｡有症状者
や診療の対象となる者は該当しない

当該がんの死亡率減少効果が確立している当該がんの死亡率減少効果が確立して
方法を実施する いる方法が選択されることが望ましい

利益と 利益と不利益のバランスを考慮する｡利益検診提供者が適切な情報を提供した上
不利益 が不利益を上回り､不利益を最小化する で､個人のレベルで判断する

公的資金を使用 全額自己負担
検診費用 無料あるいは一部少額の自己負担が設定さただし､保険者などが一定の補助を

れる 行っている場合もある

受診率対策

具体例

受診率を100%に近づけることが求めら
れる

一定の方針はない

健康増進事業による市町村の住民対象のが検診機関や医療機関で行う人間ドック
ん検診(特定の検診施設や車検診による集 や総合健診
団方式と､検診実施主体が認定した個別の保険者が福利厚生を目的として提供す
医療機関で実施する個別方式がある) る人間ドック
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助成金浜島/祖父江班におけるがん検診有効性評価ガイドラインのまとめ

臓器 検査. 推奨レベル 対策型検診 ■任意型検診

大腸がん 便潜血検査 A 推喪する 施奨するpp

■全大腸内視鏡 C 推奨しない 条件付きで実施できる

S状結腸内視鏡 C // //

注腸×線 C // .//

胃がん 胃×線 B ,ー推奨する .推奨する

胃内視鏡 I 推奨しない 個人の判断に基づく受診は妨げない

ペプシノゲン I // 〟

肺がん 胸部×線と暗疲細胞診 B 庵 奨する ■ ∴推奨する二..

低線量CT I .推奨しない 個人の判断に基づく受診は妨げない ■

前立腺■がん PSA I 推奨しない 個人の判断に基づく受･.診は妨げない

子宮頚がん 細胞診 ･B 蛭奨する ＼推奨する..
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善本理念0 がん棟診ガイドラインの考え方 ガイドライン作成手順 0 がん強診ガイドライン 0 がん強診フォーラム 0 ガイドライン周知度 OT=7=二二=二二こ:二二二二---1 .=.J =二二｢~二二:=====:::=:==~=~爪=.≡:二=こて二二二二､.-≡:=T:丁二一一一__ニ ュー二~二̀こ===~■=r二二-I:=::二二二二二一二二二二二二/

精度管理.事業評価 長Fr更新E o5/1〔巾

IIl結果の通知/州 庁用事美東

二 二 _‥ _-_ _

がん検診QGA 長所重犯 eE)/6/19

医療従事者向け】受診者向け(王(岬 】

正ココココL ___i______一 一一 T _______ _________=___}_7撃 墜JE_

M yl6 -臓 nnt魚jlに上る｢子宮別｢MA湘 トつl州ト(20代向け)lを;潮 音Ik_
1.1ihr

M 2〟 圭富里肋N,ん棉喜今リーつレJH′E成墨田の菜隻手脚色しました6､は′

M IJh 重富聖妙;ん楕≡今リーブしLlノト作成書目の募集声開始しました.A.J古N

oM 一指FF庁轟加陥州こ上るr大A帥u触 り-｢JJlトー酔;澗 f(k^

岬 r肝怨･肝臆柑A.椎詮ボイド弓ィ､ノlウ一幸ソブjlルーづ会報R絹声官鮒 射 J-A

QLM 8 ｢肝詳･肝臆州J(.推≡今jl'イド弓イl/lr7-卓､′朋 ルーづ全強R糟紳 輔ⅠAIk^

四月/18 ｢子宮脚 ん検診ガイドラインJ一拙句けリーフレットの作成萎具芽胞ま終了し蓋しb

QM 子吉矧杭Aボイド弓イ~/PうつトW '潤 丘lト

QM 三宝2bliんガイドうイ■ノ7オー弓ムの指貫等号への回答を娼#L,まL.た∧

ow s r子宮醐 舶ガイドライン｣一般向九ト フレットの作成委員募集を開始しました｡

… 近地 くん格言今ガイド弓イ■ノに制十ろPSA桝 今の前棒討孝闇胎しました｡

四/1乃0 耶榊 今ガイドライン(仮称)の金喜義日程硬 新しました｡

cM乃 子宮棚 乱凄した｡

oLnl乃7 朋榊 日他 聞しました｡

M l伽 三脚 んガイドライン ドうつトを胤 ました｡

M l/甜 王掛 -ラムのプログラムを公問しました｡

即 1AO 子宮璽帥㈹ 今ガイドう･rノフォーラムの参加者亀漁を開始しました｡

ll佃 正コ 両 建 R…臭 にll
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がん検診に関する最近の知見等について
･がん検診に関する最近の研究結果(主なもの)
･がん検診に関するガイドライン等(最近改訂･作成された主なもの)

一子宮頚がん

一胃がん

-乳がん

一肺がん

一大腸がん

一前立腺がん

･がん検診の有効性評価･精度管理･受診率向上施策等に係る

最近の主な厚生労働科学研究一覧



子宮鵠がん検診に関する最近の研究結果
(主として子宮頚がん死亡率･浸潤がん羅患率をエンドポイントとしている研究)

論文名 (文書名) 公表年 場所 研究方法 検診方法 評価指標

ankaranarayananR,NeneB帆ShaStriSS.JayantK.uwongeR,BudukhAM,HingmireS,MalviSG,l-horat 2009 インド 無作為化比較 HPVorCCorVⅠA 浸潤がん羅率 .
.KothariA,ChinoyR,KelkarR.KaneS,DeSaiS, Vs

eskarVR,RajeshwarkarR.PanseN,DinshawKA.NPVscreeningforcervicalcancerinruraIIndia.nglJMed.2009Apr2;360(14):l385-94, 試験 検診なし 死亡率

oncoG,Giorgi-RossiP,CarozziF,Confortini帆aHaPalmaP,DelMistroA,etal.ewTechnologiesforCervicaーCancerscreening(NTCC)Workii)gGroup.Efficacyofhuman 20日 イタリア 無作為化比較 ound1:HPV+LBCvsCC 浸潤がん確率

apillomavirustestingforthedetectionofinvasiveerviGalGanGerSandcervicalintraepithelialeoplasia:arandα1isedcontroIIedtrial.an()etLOncol.2010;ll:249-57. (NTCC) 試験 ound2:CCvSHPV

chiffmanNl,GJassAG.WentzensenN,RushBB,CastleE,ScottDR,etal.long-termprospectivestudyoftype-specifichuman2011 米国 コホート HPV+CC C川3以上の累積ap‖lomavirusinfectionandrjskofcervical 研究 VS

eopaasia am ong20,000womeninthePortlandKaiserohortStudy.ancerEpidemioIBiomarkersPrev.20ll;20:1398-409. HPVorCC 羅患率

ikaartDC.Berkhos J.RozendaalL,vanKemenadeFJ.ulkmansNW,lHeidemanDA,etal.umanpapillomavirustestingforthedetectionof 2012 オランダ(POBASCAM)無作為化比較 ound1: 浸潤がん罷率
igh一gradecervicalintraepithelialneoptas.iaand HPV+CCVsCC
ancer.finalresultsofthePOBASCAMrand00ーised 試験 ound2:

ontrolledtriaⅠ.ancetOncol.2012:13:78-88. HPV+CCVsHPV+CC

注)HPV:HPV検査､CC:細胞診 (従来法)､LBC:細胞診 (液状検体法)



子宮潰がん検診に関するガイドライン
(海外において最近改訂･作成され､HPV検査の評価を行っている主なもの)

ガイドライン等の名称 公表年 作成場所 種別

opuIationscreeningforcervicaTcancer. 2011 オランダ ガイドライン

heHague:Heart.hCounciroftheNet.herlands,201l;ubJicationno.2011/07E. HeaIthlCounciJ

creeningforCervicalCancer..S.PreventiveServicesTaskForceRecomnendationtatement(March2012)nnーnternMed.2012Mar14 2012 米国US.PSTF ガイドライン



胃がん検診に関する最近の研究(胃がん死亡率をエンドポイントとした研究)
論文名 (文書名) 公表年 場所 研究方法 検診方法 評価指標

声藤史子.渡蓮能行.三木一正 .域住民を対象とした2段階ペプシノゲン法胃がん検診の死亡減少効果 2007 日本 コホー ト研究 ペプシノゲン法 胃がん

の検討.日本がん検診 .診断学会誌(1881-8846)14巻2号 Page156-160(2007.03) 死亡率

oshiharaM,Hiyam司T.Yo shidaS,ltoM,TanakaS, WatanabeY,■arumaK 2007 日本 症例対照研究 ペプシノゲン演 胃がん

eductioningastricerumPePSlnOgenCOncandJGastroenterocancermortalitybyscreeningbasedoncentration:acaseTCOntrOlstudy.I.2007Jun:42(6):760-4. 死亡率

atsumotoS,YamasakesultsofmassendoamigotoHospitaL,NorldJGastroenteroK,TsujiK,ShirahamaS.copicexaminationforgastriccancerimgaSakiPrefeGture..2007Aug28;13(32):4316-20. 2007 日本 前後比較研究 内視鏡 胃がん死亡率

o sokawaO, Miyanaga T , KaizakiY,HattoriM.DohdenK.OhtaK,ItouY,AoyagJ'H 2008 日本 コホー ト研究 内視鏡 胃がん

eGreaSeddeathfromssoGiationwithapoGandJGastroenterolgastriccancerbyendoscopicscreening:pulation-basedcanGerregistry..2008;43(9):1112-5. 死亡率

小越 和栄,成洋 林太郎.加藤 俊幸,斎藤 征史,船越 和博,木滑 孝一.藤田 -隆 佐野 正俊 ､ 2009 日本 コホー ト研究 内視鏡 胃がん

渇市住民に対する胃がん内視鏡検診日本消化器がん検診学会雑誌 2009:47(5):531-541 死亡率

公本 吏弘 2010 日本 コホー ト研究 内視鏡 胃がん

X線検診,検診未受診と対比した胃内視鏡検診による死亡率減少効果日本消化器がん検診学会雑誌 2010:48(4):436-441 死亡率

.川 治,新保 卓部.松田 一夫.宮永 太 2011 日本 コホー ト研究 内視鏡 . 胃がん



胃がん検診に関するエビデンス･レポートやコンセンサス･レポート
(最近改訂暮作成され､ヘリコバクタ･ピロリ抗体検査や内視鏡の評価を行っている主なもの)

論文名 (文書名) 公表年 作成場所 種別

OGkKM,TaHeyN,MoayyediP,HuntR,AzumalT, SuganoK,XiaoSD,LamS K , 2008 アジア.パシフィック(Asia-PacificGaStricCancer コンセンサス.

OhKLChibaT.UemuraN,KimJG,.KimN,AngTLMahachaiV.MitchellH,
aniAA..LiouJM,VHajchoneRK,SoIlanoJ.

sia-Pacificconsensusguidelinesongastriccancerprevbntion. Consens_us) レポート

sid-PacpificGastricCanGerConsensusConference.

eung WK,WuMS.KakugawaY,KimJJ,YeohKG,GohKLetal. 2008 アジア .=ンセンサス.レポートCreeningforgastriccancerjnAsia:currentevidenceandpraGtiGe. (OMED&ASiaPaclflCSocietyofDigestive
ancetoncムl2008;9:279-87. Endos60Py)

alfertheinerP,MegraLudF,0M̀orainCA.AthertonJ,AxonAT,BazzoHF, 2012 ヨーロッパ(‖aastriGht コンセンサス.

ensjniGF,GisbertJP,GrahamDY,RokkasT,El-OmarEM,KuipersEJ.

anagementJofHelicobacterpyloriinfection-theHaastrichtlV/FJorence Ⅳ′FlorenGeConsensus) レポートonsensusReportTheEuropeanHeH.cobacterStudyGroup(EHSG).

ut2012May;61(5):.646-664.

inis-RibeiroM,etaI. 2012 ヨーロッパ(ヨーロッパ3学会合同) コンセンサス.レポート

Managementofprecan■cerouscondition岳andlesionsinthestomach(MAPS):
uidelinefrontheEuropeanSocietyofGaStrointestinalEndoscopy(ESGE),
uropeanHeliqobacterStudyGroup(EHS G ) ,EuropeanlsocietyofPathorogy(ESP).
ndthepSociedadePortuguesadeEndoscopiaDigestiva(SPED).

ndoscoDy.2012Janl.44(1)',74-94.
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乳がん検診に関する最近の研究結果(主として40歳代を対象とした研究)

論文名 (文書名) 公表年 場所 研究方法 検診方法 評価指標

jurstamN,Bj6rneldL, WarwickJ,SalaE,DuffySW,yStr6m LWalkerN, CahlinE,Eriks80nO,.Hafstr6m LO, 2003 スウ工.-デン 無作為化 マンモグラ乳がん死亡率
ingaasH,MattssonJ,PerssonS,Ru denstamCM,Salander フィー

,Save-S6derberghJ,WahLinT.heGothenburgBreastScreeningTriaI.ancer.2003May15;97(10):2387-96. 比較対照試験 Vs検査なし

ossSM,CuckleH,EvansA,JohnsL,WallerM , BobrowL; 2006 イギリス 無作為化比較対照試験 マンモグラ乳がん死亡率

rialManagement.Group. フィー
ffectofmarTTnOgraPhicscreeningfromage40yearson Vs

reastGanCermOrtalityat10years'follow-up:arandonisedcontroHedtriaT.ancet.2006Dec9;368(9552):2053-60. 検査なし

asaharaY.KawaiM,Tsujil,TohnoE,YokoeT,lrahara,TangokuA,OhuchiN. 2012 日本 横断研究 ■マンモグラ マンモグラ

乳がん検診に関するガイドライン等(最近改訂･作成された主なもの)

ガイドライン等の名称 公表年 作成場所 .種別

creenin g forbreastcancer.U_S.PreventiveServiceTaskForce 2009 米国USPSTF ガイドライン
recomendatonStatement.

nnlnterned2009:151(10):716-26,W-236

eGOmmendatonsonscreeningforJbreastcancerinaverage-risk 2011 カナダ ガイドラインomenaged40-74years.
heCanacianTaskForceonPreventiveHealthCare. CTFHOHC



肺がん検診に関する最近の研究結果
(主としてCT検診の評価を行っている研究)

論文名(文書名) 公表年 場所 研究方法 検診方法 評価指標

enschkeCⅠ,YankelevitzDF,LibbyDM,etaL 2606 米国､カナダ､ヨー 生存率解析(多施設共同 低線量cT 肺がんの
nternationalEarlyLungCancerActionProgramⅠnvestigators, 口ツパ､イスラエル､中国､日本､台湾
ur,vivalofpatientswjthstagellungcancerdetectedonCT 生存率等

Creenlng.NEnglJMed.2006;355(17):1763-71. (lELCAP) 研究)

achPB,JettJR,PastorinoU,etal. 2007 米国､イタリア 生存率解析 低線量CT 肺がん羅窮 死Omputedtomographyscreeningandlungcanceroutcomes. (多施設共同 JLPヽ亡等(予測モデ

AMA.2007;297(9):953-61. 研究) ルとの比較)

NationaILungScreeningTrialResearchTeam,AberleDR,AdamsAM,ergCD,Bla｡kWC,ClappJD.FagerstromRM.GareenーF,Gatsonis,MarcusPM,SicksJD.etar, 2011 米国 無作為化比較 低線量cT 肺がん死亡率

educedlung-cancermoTtarLtyWithlow-dosecotnputedtomographicCreenlng.NEnglJMed.2011Aug4;365(5):395-409.Epub2011Jun29. (NLST) 対照試験 Vs胸部単純X線

LCOProJ'eCtTeam.creeningbychestradioqaphandlungcancermortality:the 2011° 米国(PLCO) 無作為化比較 胸部単純X線 肺がん死亡率



肺がん検診に関するガイドライン等
(NLST公表後改訂 ･作成された主なもの)

ガイドライン等の名称 公表年 作成場所 種別

国際肺癌学会らせんCT検琴声明 (2011) 2011 国際肺癌学会 ステー-トメント

CCPIC linicaIPracticeGuidelinesinOncorogyLung 2012 米国NCCN ガイドラインancerScreeningVersionl.2012

rovidingGuidanceforLungCancerScreening:The 2012 米国ALA (肺がん協会) ガイドラインericanLungAssociationlnterimReportonLungCancer
creening (2012)

ericanCancerSocietylnterimGuidanceonLungCancer 2012 米国ACS(がん協会) ガイドラインcreening(2012)



大腸がん検診に関する最近の研究結果

(主としてS状結腸鏡の評価を行っている研究)

論文名 (文書名) 公表年 場所. ･研究方法 検診方法 評価指標

tkinWS,EdwardsR,Kralj-HansLWooJdrageK,HartR,NorthoverJ帆ParkinDM,WardleJ.DuffySW,uzickJ;UKFlexibleSLigmoidoscopyTriaJⅠnvestigators. 2010 イギリ 無作為化 S状結腸鏡 大腸がん曜患率､死亡率
nee-onlyflexiblesigmoidoscopyscreeningin ス . 比較対照試 VS

reventionofcotorectalcancer:amulticentrerandomisedcontrolledtriaLanGet.2010May8;375'(9726):1624-33.Epub2010Apr7. 検診なし

egnanN,ArmaroliP.BonelliL,RisioM,SciaHero,zappaM,AndreoniJB,ArrigoniA,BisantiL.aseHaC,CrostaC,FalciniF,FerreroF.Giacomin,GiulianiO.SantarerliA,VisioliCB,ZanettiR,tkinWS,SenoreC;SCOREWorkingGroup. 2011イタリア 無作為化比変対照試験 S状結腸鏡 大腸がん罷患率､死亡率nco-Onlysigmoidoscopyincolorectalcancerp. Vs

creening:foHow-upfindingsoftheltalianandomisedControHedTrial-ScoreNatlCancerーnst.201lSep7:103(17):1310-22. 検診なし

ChoenRE,etal.olorectal-CancerlncidenceandMortalitywith 2012 米国(PLCO) ′.､､作為化比 S状結腸鏡VS 大腸がん羅患率､



前立腺がん検診に関する最近の研究結果(主なもの)

論文名 (文書名) 公表年 場所 研究方法 検診方法 評価指標

ugossonJ,CarlssonS.AusG,BergdahlS,KhatamiA,Lodding 2011 スウェーデン 無作為化比 psA検査Vs 前立腺がん羅患率､

,etaL.

ortalityresuトtsfromtheG6t6borg randomisedpopulation-based

rostate-pancerscreenlngtrlal. 較対照試験 検査なし 死亡率

ancetOncol.2010:ll:725-32.

chr6deトFH,HugossonJ,RoobolMJ,etaL 2012 ヨーロッパ 無作為化比 psA検査 前立腺がんrostate-CancermortalityatllyearsoffoIlow-up. 7カ国 較対照試験 Vs 死亡率

ngJJMed.2012Mar15;366(ll):981-90. (ERSCPC) 検李な.し

LCOProjectTeam. 2012 米国 無作為化比 psA検査 前立腺がん

rostatecanGerSCree'ningintherandomizedProstate,Lung,
olorectal.andOvarianCancerScreeningTrial:mortality +直腸診

resuトtsafter13yearsoffollow-up. (PLCO) 較対照試験 Vs検査なし 死亡率



前立腺がん検診に関するガイドライン等

(ERSPC､PLCO中間報告(2009)公表後､海外において改訂K作成された主なもの)

･ガイドライン等の名称 公表年 - 作成場所 種別

prostate-speGificAntigen.BestPractiG占statement:2009Update 2009 米国泌尿器科学会 ガイ ドライン

rostat占cancerscreening(PDO⑳) ･2009 米国NCⅠ(国立がん研究所) エビデンス .レポー ト

CLINlCALCANCERADVANCES2009 2009 米国ASCO(臨床腫癌学会) レポー ト

ProstateCancerRiskAlanagementProgranTne 2010 イギリスNHS エビデンス .
informationforprimarycare;I,psAtestinginasymptomaticmen (国民保健サービス) レポー ト

ericanCancerSocietyguideHneforth e earry detect.ionof 2010 米国ACS(がん協会) ガイ ドライン
prostateGanCer:uPdate2010.

CCNclinicalpracticeguidelinesinoncoIogy:prostatecancer 20lO 米国NCCN ガイ ドラインearlydeteGtion.

GuideHnesonProstateCancer 2010 欧州EAU(泌尿器科学会) ガイ ドライン

SGreeningforprostatecanGer.U..S.PreventiveServiceTaskForce 2012 アメリカUSPSTF ガイ ドライン
recommendationStatement.
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がん検診の有効性評価･精度管理･受診率向上施策等に係る

最近の主な厚生労働科学研究一覧

研究期間 研究課題 主任研究者

胃がん H22-25 内視鏡による新たな胃がん検診システム構築に必要な検診方法の開発とその有効性評価に関する研究 潰島ちさとー(国立がん研究センターがん予防 .検診研究センター検診研究部検診評価研究室)

H22-24 ピ口リ感染率減少時代における新しい対策型胃がん検診システム構築の検証に必要なプロトコール作成と実現可能性に関する研究 後藤田卓志(東京医科大学消化器内科)

H19-21 新たな胃がん検診システムに必要な検診方法の開発とその有効性評価に関する研究 深尾 彰(山形大学大学院医学系研究科 生命環境医科学専攻公衆衛生学講座)

子宮現がん H23 わが国の子宮張がん検診における新たな検診手法の青木 大輔 ■
有効性についての研究 (慶鷹義塾大学 医学部)

肺がん H23｣25 低線量胸部CTによる肺がん検診の有効性評価のため佐川元保
の無作為比較試験 (金沢医科大学医学部呼吸器外科学)

H22-25 低線量らせんCTを用いた革新的な肺がん検診手法の確立に関する研究 中山富雄(大阪府立病院機構大阪府立成人病センターがん予防情報センター)

乳がん H23-24 乳がん検診における超音波検査の有効性を検証するための比較試験 大内憲明(東北大学病院 (大学臨医学系研究科腫癌外科学分野)

大腸がん H23-25 消化器内視鏡検査等による新しいがん検診の開発と工藤 進英
有効性評価に関する研究 (昭和大学横浜市北部病院 消化器センター)

受診率 .精度管理 H22-24 標準的検診法と精度管理に係る新たなシステムなどの開発に関する研究 . 斎藤博(国立がん研究センターがん予防 .検診研究センター検診研究部

22-24 離島をモデルとした新しい対策型大腸がん検診システムの構築とその実現に向けた研牢 -新島STUDY-■松田尚久(国立がん研究センター中央病院消化管内視鏡科)

ll



｢がん検診のあり方に関する検討会｣
の今後の進め方(莱)

第1回 (5月28日)

･がん検診の現状
･がん検診に関する最近の知見
･構成員よりヒアリング
･今後の検討会の進め方について

第2回以降
(検診項目について)
･子宮頚がん(HPV検査)
･胃がん(ヘリコバクタ-抗体検査･ペプシノゲン検査､内視鏡検査)
･肺がん(CT検査)
･大腸がん(内視鏡検査等)
･前立腺がん(PSA)
･乳がん(エコー､視触診､デジタルマンモグラフイ等)



※検討の順番については､すでにいくつかの研究結果や海外のガイドライン等が公表さ
れている子宮環がんについて先に検討してはどうか｡

※さらに､多くの自治体で､内視鏡など指針以外の方法でがん検診を実施している､見
地 についても､知見を整理した上で､検討を進めるべきではないか｡

※各がん種について関係学会の推薦者に検討会に参画いただくよう依頼してはどうか｡

※各がん種について､それぞれ2-4回を目安に結論を得るよう進めてはどうか｡

(受診率向上施策について)

･平成25年度でクーポン事業が5年経過することから､クーポン事業の検証や継続の
可否も含めて検討を行う｡
･市町村､県､企業の取組のヒアリング｡
･受診率向上に関する研究結果の報告等｡

(精度管理について)
･市町村､県､企業の取組のヒアリング｡

･精度管理に関する研究結果の報告等｡
･検討結果を踏まえ､指針に反映する｡
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はじめにJ

がんは､日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されている｡こうしたことから､依然としてがんはBl民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 (1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年総合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号｡以下 ｢基本法｣という｡)が平成18 (2006)年6月に成

立し､平成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための ｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画｣というO)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院｣という｡)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登録の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られた｡

りかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの羅患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている.また､_これ吉で重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めている｡

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに
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するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (2012)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を-つの目安として定めるo

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 ｢協議会｣という｡)の意見を聴くことになっている｡また､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア'.がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告書が協議会へ提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めた国

民､医療従事者､医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣という｡)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会｣の実現を目指す｡

l第 1 基本方針

1 がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 日標とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する0
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また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課題

1 放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている｡

日本では､胃がんなど､主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた0

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危慎され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要がある｡

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者問の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進 ･

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性疫病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性療病の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケアへのアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケアを含めた在宅医療 ･介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3がん登録の推進

がん登録はがんの羅恵やがん患者の転帰､その他の状況を把握し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登録は平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､･届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登録情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である｡

4 働く世代や小児へのがん対策の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに羅患し､約7万人ががんで

死亡しているOまた､がんは40代より死因の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である｡

働く世代ががんに羅患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている｡

このため､働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮環がんといった女性のがんへの対策､がんに

羅患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である｡

また､小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題である｡

医療機関や療育 .教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが求められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である｡

l第3全休日増
がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に ｢がんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え､平成1

9 (2007)年度から10年間の全体目標として設定する｡

1 がんによる死亡者の減少

平成19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少｣について､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化している｡今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを目標とする｡

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性療病や､治療に伴う副作用 .合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている｡

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 ･納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

いる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により､｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の維持向上｣を実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えている｡

このため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的 ･社会的苦痛を和らげるため､新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより､｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする｡

第4 分野別施策と個別目標

1.がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12 (2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が､一方で原発巣による予後の差は大きく､障臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ6%､27%､29%と依然として低い現状にある｡

このため､特に日本に多いがん (肺 ･胃.肝 ･大腸 ･乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と串癖等を含めた診療計画表をいう｡)を

策定し､キャンサーボー ド (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

う｡)などを整備してきた｡また､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた｡

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 ･治療内容､それに伴う副作用 ･合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォームド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている｡こうした医

師等への負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施策)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォーム ド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受痕の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する｡

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する0

学会や関連団体などは､がんの治療計画の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつ､標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに､その利用実態を把握し､国内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて速

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援する｡

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう､

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボー ドを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し､安心かつ安全で質の看

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各職種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 ･合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進する｡

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図り､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計画的な集約化を図る｡

○放射線療法の推進

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射線技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用 ･合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する｡

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討する｡

○化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 .認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 ･合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制
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を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の高い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団体などと連携し､手術療法の成績の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施体制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔機能 ･衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の高い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別目標)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイドラインの整備など､手術療法､放射線療法､-化学療法の更なる質

の向上を図るとともに､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成19 (2007)年

からeラーニングを整備'し､学会認定専門医の育成支援を行っている｡また､

文部科学省では､平成19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている｡その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 ｢国立がん研究センター｣という｡)などで､医療従事者を対象
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として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っているo

Lかし一方で､放射線療法､化学療法､緩和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なっており､専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある｡

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法､化学療法､手術療法､緩和ケアなど､がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腫癌学講座｣

や ｢放射線腫癌学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､国､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡ま七､医療機関でもこう

した教育プログラムへ医療従事者が参加しやすい環境を整備するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチュアルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれているb

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施｣

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケテ研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた｡

しかし､日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく､がん性療病に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛など､患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他､専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を継続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､国民の医療用麻薬への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

(取り組むべき施策)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性療病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を由り､緩和ケア
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チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 ･集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腫癌医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る｡

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性疫病で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る｡また､精

神心理的 ･社会的苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携し､精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腰痛

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む｡

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充実とともに､必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努める｡
＼

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 ･福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する｡

(個別目標)

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術を習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とする｡

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 ･精神心理的･社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目標とするO

(4) 地域の医療 ･介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制については､がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24 (2012)年4月現在､397の拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は68%となっている｡

しかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡▲また､拠点

病院は､2次医療圏に原則1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に枚能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の間でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない｡
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 ･介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 ･介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 ･介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に､市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 ･介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められている｡

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 ･支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき､切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サービスを受けられる体制を実現するよう努める｡ま

た､国はこうした取組を支援する｡

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 ･介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別目標)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする｡
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ま･た､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サ-ビス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品･医療機器の早期開発 ･承認等に向けた取組

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

一時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品･医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる ｢ドラッグ.ラグ｣｢デバイス ･ラグ｣
が問題となっている｡

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品 ･医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2007)年)､｢新たな治験活性化5力年計画｣

(平成19 (2007)年)､｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣(平

成20 (2008)年)に基づき医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬 ･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必要性を判断し､企業へ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団体等から平成21 (2009)年当時､未承認薬

のみならず､適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である｡特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ.ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やCRC (臨床研究コーディネーター)等の人材育成に努める｡
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 ･ナ

ショナルセンター等の人材交淀を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未承認薬 ･適応外薬の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認 ･適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと諮められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う｡また､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未承認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても､保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお､がんを含め､致死的な疾患等で他の治療法がない場合に､未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

従前からの議論を継続する｡

希少疾病用医薬品 ･医療機器について､専門的な指導 ･助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､庸床研究 ･治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して臨床研究 ･治験に関する適切な情報提供に努めるD

(個別目標)

医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認等に向けて､臨時研究中核病院 (仮称)

の整備､pMDAの充実､未承認薬 ･適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を一層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有

17



効で安全な医薬品を迅速に提供するための取組を着実に実施することを目標と

する｡

(6)その他

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある｡

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の膝下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い､次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている｡

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､肉腫､

口腔がんや成人T細胞白血病 (以下 ｢ATL｣という｡)など､数多くの種類が

存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする医師や施設も少ないこ

とから､診療ガイドラインの整備や有効な診断 ･治療法を開発し実用化するこ

とが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する,情報も少ない｡

(取り組むべき施策)

病理診断については､若手病理診断医の育成をはじめ､細胞検査士等の病理

関連業務を専門とする臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を

補助する新たな支援のあり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理

診断などの連携体制の構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断

や細胞診断の均てん化に取り組む｡

リハビリテーションについては､がん患者の生活の質の維持向上を目的とし

て､運動機能の改善や生活機能の低下予防に資するよう､がん患者に対する質

の高いリハビリテーションについて積極的に取り組む｡

希少がんについては､患者が安心して適切な医療を受けられるよう､希少が

んに関する標準的治療の提供体制､情報の集約 ･発信､相談支援､研究開発等

のあり方にi3いて､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等を参考に

しながら検討する｡
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(個別目標)

3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡また､拠点病院などで､がんのリハビ

リテーションに関わる医療従事者に対して質の高い研修を実施し､その育成に

取り組む｡希少がんに対しては､臨床研究体制の整備とともに個々の希少がん

に見合った診療体制のあり方を検討する‥

2. がんに関する相談支援と情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる申､患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者とその家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきた｡さらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア ･サポー ト)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している中､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影

響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

国 ･地方公共団体 ･拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支援

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団体､企業等の力も導入

したより効率的.効果的な体制構築を進める｡

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内 ･院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィードバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取組を支援する0
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拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア ･サポートを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア ･サポートをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

pMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報提

供を行う｡

(個別目標)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共団体､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 .合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡

3. がん登錠

(現状)

がんの罷患数や罷患率､生存率､治療効果の把握など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解

費深めるためにもがん登録は必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施され､平成24 (201
2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録へ

の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると推定されている｡平成23 (201

1)年5月､国立がん研究センターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公
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開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数も平成19 (2007)年35

万件から平成22 (2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過剰な負担となっていること､地域がん登録は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民-の還元)が進んでいないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施策)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させる｡また､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討する｡

国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析 ･発信､地域 ･

院内がん登録の標準化-の取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの羅患数や羅患率､生存率､治療効果等

を把握し､国民､患者､医療従事者､行政担当者､研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする｡
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4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある｡特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成 17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品への注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2010)年10月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行った｡

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (2010)年)と増加してい

る｡

受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16.9% (平成

20 (2008)年)､医療機関は13.3% (平成20 (2008)年)とな

っている｡一方､職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れている｡また､家庭で日常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50. 1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌-の感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされている｡例えば､子宮頭がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 ｢HPV｣という｡)､肝がん
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と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT細胞白血病ウイルス1型 (以

下 ｢HTLV-1｣というO)､胃がんと関連するヘリコバクタ- .ピロリな

どがある｡この対策として､子宮頚がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV-1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等については､｢21世紀における国民健康づくり
運動｣等で普及 ･啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させる｡具体的には､様々な企業 ･国体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された ｢新成長戦略｣の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進めるO

感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮頚がん予防 (H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接

種の方法等のあり方について検討を行う.また､引き続き子宮環がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行うDHTLV-1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ピロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の日本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡
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(個別目標)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を目標とするOさらに､受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､職場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32 (2020)年までに､受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする｡また､家庭､飲食店T=ついては､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡ ､

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とするD

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣､ ｢野菜と果物の摂取量の増加｣､ ｢塩分摂取量の減少｣等を目

標とする｡

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている0

回は､平成23(2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携

促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきたO

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮環がん.乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から310%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが琴い､普及啓
発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針
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以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ 1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行うO

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診

を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的･効果的な施策を検討する｡

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める｡
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(個別目標)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 .事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50%(胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮預がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6.がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年給合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業省など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている｡

しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要がある｡また､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創薬

や機器開発をはじめとして､有効な診断 .治療法を早期に開発し､実用化する

ことが求められている｡

また､基礎研究､臨床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門
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の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 ･設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的 ･一体的な推進が求められて

いる｡

この他､全てのがん研究に関して､その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグrラグとデバイス ･ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を統合･調整する体制や枠組みを整備する｡

また､日本発の革新的な医薬品 ･医療機器を創出するため､がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-hunlan試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試
験をいう｡)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進する｡

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図る｡

固形がんに対する革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入

と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床言式験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断･治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう｡)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等へつなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る｡

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより､日本人のが
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んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

また､実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対して継続的に支援する｡

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線･化学物質等への健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進すると､ともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防･検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ ･レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする

がん研究に関する人材q)戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目標卜

国は､r第3次対がん10か年総合戦略｣が平成25 (2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を僻轍し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学由研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 ･治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ
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て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なく､乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されている｡

また､強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 ･発達障害､内分泌障害､臓器障害､性腺障害､高次脳機能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 ･就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡

(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院 (仮称)′を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る｡

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､患者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留
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まリ､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 ･発信､診療実績などのデータベースの構築､

コールセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連

携､臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別目標)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な機関の整備を開始することを目標とする｡

8.がんの教育 ･普及啓発

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば ｢がん検診50%

集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い･

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつある｡
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(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する?

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者､国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民への普及啓発について､国や地方公共団体は引き続き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 :情報提供機能を強化するとともに､民間団体によって実施さ

れている相談支援 ･情報提供活動を支援するO

(個別目標)

子どもに対しては､健康と命の大切さについて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする｡

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに羅患してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡

患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても､患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする｡

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率

31



は57%であり､がん患者 .経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多い｡

一方､がん患者 .経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多い｡例えば､厚生労働省研究班によると､がんに羅患した勤

労者の30%が依願退職し､4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とから､就労可能ながん患者 ･経験者さえも､復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また､拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポートに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念される｡

(取り組むべき施策)

がん以外の患者-も配慮しつつ､がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､'職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 ･がん患

者やその家族 ･経験者に対する情報提供 .相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施する｡

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の軽減策については､引き続き検

討を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある｡
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(個別目標)

がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 ･経験者に対す

る理解を進め､がん患者 ･経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて､抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目標とする｡

第5 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

1. 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策の推進に当たっては､国､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､-相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要である｡

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25 (2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣の見直しを行うことが望ましい｡

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

体は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた国民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおり､がんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け
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るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

● がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

● がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること｡

● がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､が

ん対策を議論する場に参加し､がん医療やがん患者とその家族に対する支

援を向上させるという自覚を持って活動するよう努めること｡

● 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可

欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること｡

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化 ･,重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策左推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である｡

一方で､近年の厳しい財政事情の下では.限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係府省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図るO
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6. 目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する｡また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い､施策の進捗管理と必要な見直しを行う｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行い､必要に応じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗

状況を適宜把握し､施策の推進に資するよう必要な提言を行う0

7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があると認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められているが､がんに関する状況の変化､がん対策の進捗状況と評価を

踏まえ､必要があるときは､計画期間が終了する前であっても､これを変更す

る｡
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[=:室妻亘亘≡コ

健発第 0331058号

平成 20年 3月 3 1日

都 道 府 県知 事

保健所設置市長

特 別 区 長

厚生労働省健康局長

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針について

がん検診については､健康増進法 (平成 14年法律第 103号)第 19条の2に基

づく健康増進事業として位置付けられ､引き続き市町村が実施することとされたとこ

ろである｡

上記に伴い､今般､別添のとお り ｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため

の指針｣を定め､平成 20年4月 1日から適用することとしたので､その趣旨を十分

に御理解の上､貴管内市町村 (特別区を含む｡)及び関係団体等に対し､周知徹底及

び適切な指導を行い､事業の円滑な実施に遺漏のないよう､特段の御配慮をお願いす

る｡



がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

第1 日的

この指針は､がんが国民の生命及び健康にとって重大な問題 となっている現状

にかんがみ､がん予防重点健康教育及びがん検診の実施に関し必要な事項を定め､

がんの予防及び早期発見の推進を図ることにより､がんの死亡率を減少させるこ

とを目的とする｡

第2 がん予防重点健康教育

1 種類

がん予防重点健康教育の種類は､次のとおりとする｡

(1)胃がん予防健康教育

(2)子宮がん予防健康教育

(3)肺がん予防健康教育

(4)乳がん予防健康教育

(5)大腸がん予防健康教育

2 実施内容

がん予防重点健康教育は､がん検診を受診することの重要性に加え､おおむね

次に掲げる事項に関し実施するものとする｡

なお､次に掲げる事項以外の事項については､ ｢健康増進法第 17条第 1項及

び第 19条の2に基づく健康増進事業について｣ (平成 20年3月31日付け健

発第0331026号厚生労働省健康局長通知)の別添 ｢健康増進事業実施要領｣

(以下 ｢健康増進事業実施要領｣という｡)の第 2の3等に準ずるものとする｡

(1)胃がんに関する正 しい知識並びに胃がんと食生活及び喫煙等との関係の理解

等について

(2)子宮がん (子宮窺がん及び子宮体がんをいう.以下同じD)に関する正しい

知識及び子宮頚がんと活発な性活動との関係の理解等について

(3)肺がんに関する正しい知識及び肺がんと喫煙との関係の理解等について

(4)乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の方法等について

(5)大腸がんに関する正 しい知識及び大腸がんと食生活等との関係の理解等につ

いて

3 実施に当たっての留意事項

(1)胃がん予防健康教育を実施する場合は､胃がんの予防においては､食生活の

改善や禁煙等の一次予防と二次予防 (検診)とが共に重要な役割を担 うことか

ら､胃がん検診と緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど､その効率

的 ･効果的な実施に配慮するものとする｡
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(2)子宮がん予防健康教育を実施する場合は､子宮窺がんの多くに性感染症の痛

原体の一つであるヒトパピローマウイルスが関与していることを踏まえ､必要

に応じ､教育関係者や母子保健担当者とも連携を図るなど､その効率的 ･効果

的な実施に配慮するものとするO

なお､エス トロゲン単独投与を受けたことがある者等子宮体がんのハイリス

ク者と考えられる者については､子宮体がんに篠息する可能性が高いことを説

明した上で､今後不正性器出血等の臨床症状を認めた場合には､速やかに専門

医療機関を受診するよう指導することO

(3)肺がん予防健康教育を実施する場合は､肺がん検診の実施会場において同時

に実施するなど､他の事業との連携や対象者の利便性に配慮するものとする｡

(4)乳がん予防健康教育を実施する場合は､我が国において40歳代の女性に篠

患率が高い状況を踏まえ､働く女性に対する健康教育を実施する産業保健とも

緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど､その効率的 ･効果的な実施

に配慮するものとする｡

なお､30歳代の女性については､この指針に規定する乳がん検診の対象と

はならないものの､雁患率が上昇傾向･にあることを踏まえ､自己触診の重要性

及び異常がある場合の専門医療機関-の早期受診等に関する指導を行うこと｡

(5)大腸がん予防健康教育を実施する場合は､大腸がんの予防においては､食生

活の改善等の一次予防と二次予防 (検診)とが共に重要な役割を担うことから､

大腸がん検診と緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど､その効率的

･効果的な実施に配慮するものとする｡

第 3 がん検診

1 総則

(1)種類

がん検診の種類は､次に掲げる検診 (当該検診に基づく受診指導を含む｡)

とする｡

(∋ 胃がん検診

(診 子宮がん検診

③ 肺がん検診

④ 乳がん検診

⑤ 大腸がん検診

⑥ 総合がん検診

( 2)実施体制

がん検診の実施体制は､次のとおりとする｡

① がん検診に習熟した検診担当医及び検診担当臨床検査技師等が確保されて

いること｡

② 2から7までに規定する検診項目､結果の通知及び記録の整備が実施され
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ていること｡

③ 都道府県に､ ｢健康診査管理指導等事業実施のための指針について｣ (辛

成20年3月31日付け俸給発0331012号厚生労働省健康局総務課長

通知)の別添 ｢健康診査管理指導等事業実施のための指針｣ (以下 ｢健康診

査管理指導等事業実施のための指針｣とい う｡)に基づき､生活習慣病検診

等管理指導協議会が設置され､同協議会の下に､がんに関する部会 (胃がん

部会､子宮がん部会､肺がん部会､乳がん部会及び大腸がん部会をいう｡以

下 ｢各部会｣という｡)が設置されていること.

④ 各部会において､この指針及び ｢健康診査管理指導等事業実施のための指

針｣に基づくがん検診の評価､指導等が実施されていること｡

⑤ その他精度管理に関する事項が適切に実施されていること｡

(3)対象者

① 胃がん検診､肺がん検診及び大腸がん検診については､当該市町村の区域

内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする｡

② 乳がん検診については､当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上

の女性を対象とする｡

③ 子宮がん検診については､当該市町村の区域内に居住地を有する20歳以

上の女性を対象とする｡

④ 総合がん検診については､当該市町村の区域内に居住地を有する40歳及

び50歳の者を対象とする｡

(4)実施回数

(丑 がん検診は､原則として同一人について年 1回行 うものとする｡

ただし､乳がん検診及び子宮がん検診については､原則 として同一人につ

いて2年に1回行 うものとし､前年度受診 しなかった者に対しては､積極的

に受診勧奨を行 うものとする｡また､受診機会は､乳がん検診及び子宮がん

検診についても､必ず毎年度設けることとし､受診率は､以下の算定式によ

り算定するものとする｡

受診率- ((前年度の受診者数)+(当該年度の受診者数)- (前年度及び
当該年度における2年連続受診者数))/ (当該年度の対象者数

*)Ⅹ100

*対象者数は､年 1回行 うがん検診の場合と同様の考え方で算定する｡

② 総合がん検診を行った者に関しては､胃がん検診､肺がん検診及び大腸が

ん検診については当該年度において､乳がん検診及び子宮がん検診について

は当該年度及び次年度において､その実施を要しないものする｡

(5)受診指導
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① 目的

受診指導は､がん検診の結果 ｢要精検｣と判定された者に対し､精密検査

の重要性を説明した上で､医療機関への受診を指導することにより､的確な

受診が確保 されることを目的とするD

② 対象者

がん検診の結果 ｢要精検｣と判定された者

③ 実施内容

ア 指導内容

がん検診の結果 ｢要精検｣と判定された者に対し､医療機関-の受診を

指導するものとする｡

イ -･結果等の把握

医療機関との連携の下､受診の結果等について把握するものとするO

なお､個人情報の取扱いについては､ ｢医療 ･介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイ ドライン｣ (平成 16年 12月24

日付け医改発第 1224001号 ･薬食発第 1224002号 ･老発第 1

224002号厚生労働省医政局長 ･医薬食品局長 ･老健局長通知)を参

照すること｡

④ 記録の整備

受診の有無､受診指導及び当該受診指導後の受診状況の記録は､がん検診

の記録 と合わせて台帳を作成 ･管理するなど､継続的な受診指導等に役立て

るものとする｡

(参 その他

各部会は､市町村における受診指導の実施状況について把握 し､広域的な

見地か ら精検受診率を向上させるための具体的な改善策を検討するものとす

る｡

2 胃がん検番

(1)検診項 目

胃がん検診の検診項目は､次に掲げる問診及び胃部エックス線検査とする｡

① 問診

問診に当たっては､現在の病状､既往歴､家族歴及び過去の検診の受診状

況等を聴取するものとする｡

② 胃部エックス線検査

ア 胃部エックス線検査は､胃がんの疑いがある者を効率的にスクリーニン

グする点を考慮 し､原則 として間接琴影とする｡

ただし､地域の実情に応 じ､直接撮影を用いても差し支えないものとす

る｡

なお､間接撮影は､7×7C皿以上のフイルムを用い､撮影装置は､被曝

線量の低減を図るため､イメージ ･インテンシファイア方式が望ましい｡
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イ 撮影枚数は､最低 7枚とする｡

ク 撮影の体位及び方法は､日本消化器がん検診学会の方式によるものとす

るo

エ 造影剤の使用に当たっては､その濃度を適切に保つとともに､副作用等

の事故に注意するものとする｡

(2)胃部エックス線写真の読影方法

胃部エックス線写真の読影は､原則として十分な経験を有する2名以上の医

師によって行 うものとし､その結果に応じて､過去に撮影した胃部エックス線

写真と比較読影することが望ましい｡

(3)結果の通知

検診の結果については､精密検査の必要性の有無を附し､受診者に速やかに

通知するものとするo

(4)記録の整備

検診の記録は､氏名､年齢､住所､過去の検診の受診状況､胃部エックス線

写真の読影の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録するものとする｡

また､受診指導の記録を併せて整理するほか､必要に応じて個人票を作成し､

治療の状況等を記録するものとするD

(5)事業評価

胃がん検診の実施に当たっては､適切な方法及び精度管理の下で実施するこ

とが不可欠であることから､市町村は､ ｢今後の我が国におけるがん検診事業

評価の在り方について｣ (がん検診事業の評価に関する委員会報告書 (平成20

年3月)｡以下 ｢報告書｣という.)の ｢胃がん検診のための事業評価のため

のチェックリス ト(市町村用)｣を参考とするなどして､検診の実施状況を把握

するものとする｡その上で､保健所､地域医師会及び検診実施機関等関係者と

十分協議を行い､地域における実施体制の整備に努めるとともに､胃がん部会

における検討結果を踏まえ､その指導又は助言に基づき､検診実施機関の選定

及び実施方法等の改善を行 うものとする｡

また､都道府県は､胃がん部会において､地域がん登録を活用し､及び報告

書の ｢胃がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (都道府県用)｣

を参考とするなどして､がんの篠患動向､検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い､市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行うものとする｡

なお､胃がん検診における事業評価の基本的な考え方については､報告書を

参照すること｡

(6)検診実施機関

① 検診実施機関は､適切な方法及び精度管理の下で胃がん検診が円滑に実施

されるよう､報告書の ｢胃がん検診のための事業評価のためのチェックリス

ト(検診実施機関用)｣を参考とするなどして､胃部エックス線検査の精度管
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理に努めるものとする｡

(参 検診実施機関は､胃がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならないものとするO

(罫 検診実施機関は､精密検査実施施設と連絡をとり､精密検査の結果の把握

に努めなければならないものとする｡

壇) 検診実施機関は､胃部エックス線写真を少なくとも3年間保存しなければ

ならないものとする｡

⑤ 検診実施機関は､胃がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助

言に従い､実施方法等の改善に努めるものとする｡

3 子宮がん検診

(1)検診項 目

① 子宮がん検診の検診項目は､次に掲げる問診､視診､子宮頚部の細胞診及

び内診とし､必要に応じてコルポスコープ検査を行 うものとする｡

① 問診の結果､最近6月以内に､不正性器出血 (一過性の少量の出血､閉経

後出血等)､月経異常 (過多月経､不規則月経等)及び褐色帯下のいずれか

の症状を有していたこ とが判明した者に対しては､子宮体がんの有症状者で

ある疑いがあることから､第-選択として､十分な安全管理の下で多様な検

査を実施できる医療機関-の受診を勧奨するものとする｡

ただし､引き続き子宮体部の細胞診 (子宮内膜細胞診)を実施することに

ついて本人が同意する場合には､子宮頚がん検診と併せて引き続き子宮体部

の細胞診を行うものとする｡

ア 問診

問診に当たっては､妊娠歴､分娩歴､月経の状況､不正性器出血等の症

状の有無及び過去の検診の受診状況等を聴取するものとする0

イ 視診

腹鏡を挿入し､子宮額部の状況を観察するものとする｡

ウ 子宮額部及び子宮体部の細胞診 (細胞採取の方法)

子宮頚部の細胞診については子宮頚管及び腹部表面の全面擦過法によっ

て､子宮体部の細胞診については吸引法又は擦過法によって検体を採取し､

迅速に固定した後､パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察するものとす

る｡

エ 内診

双合診を実施するものとする｡

(2)子宮頭部及び子宮体部の細胞診の実施

① 検体の顕微鏡検査は､十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する

専門的検査機関において行 うものとする｡この場合において､医師及び臨床

検査技師は､日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であるこ

とが望ましい｡
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② 子宮頚部の細胞診の結果は､細胞診クラス分類 (Ⅰ､Ⅱ､Ⅲa､Ⅲb､Ⅳ､

Ⅴ)又はベセスダシステムによって分類 し､精密検査の必要性の有無を決定

し､速やかに検査を依頼した者に通知するものとするD

③ 子宮体部の細胞診の結果は､ ｢陰性｣､ ｢疑陽性｣及び ｢陽性｣に区分し､

速やかに検査を依頼した者に通知するものとする｡

(3)結果の通知

子宮頚部の検診の結果については精密検査の必要性の有無を附し､子宮体部

の細胞診の結果については子宮体部の細胞診の結果その他臨床症状等を総合的

に判断して精密検査の必要性の有無を決定し､受診者に速やかに通知するもの

とする｡

(4)記録の整備

検診の記録は､氏名､_年齢､住所､過去の検診の受診状況､子宮頚部及び子

宮体部それぞれの細胞診の結果､子宮頚部及び子宮体部それぞれの精密検査の

必要性の有無等を記録するものとする｡

また､受診指導の記録を合わせて整理するほか､必要に応じて個人票を作成

し､治療の状況等を記録するものとする｡

(5)事業評価

子宮がん検診の実施に当たっては､適切な方法及び精度管理の下で実施する

ことが不可欠であることから､市町村は､報告書の ｢子宮額がん検診のための

事業評価のためのチェックリス ト (市町村用)｣を参考とするなどして､検診

の実施状況を把握するものとするOその上で､保健所､地域医師会及び検診実

施機関等関係者と十分協議を行い､地域における実施体制の整備に努めるとと

もに､子宮がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助言に基づき､

検診実施機関の選定や実施方法等の改善を行うものとする｡

また､都道府県は､子宮がん部会において､地域がん登録を活用し､及び報

告書の ｢子宮頚がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (都道府県

用)｣を参考とするなどして､がんの羅患動向､検診の実施方法及び精度管理

の在 り方等について専門的な見地から検討を行い､市町村に対する技術的支援

及び検診実施機関に対する指導を行 うものとする｡

なお､子宮がん検診における事業評価の基本的な考え方については､報告書

を参照すること｡

(6)検診実施機関

(》 検診実施機関は､適切な方法及び精度管理の下で子宮がん検診が円滑に実

施されるよう､報告書の ｢子宮預がん検診のための事業評価のためのチェッ

クリスト (検診実施機関用)｣を参考とするなどして､細胞診等の精度管理

に努めるものとする｡

② 検診実施機関は､子宮がんに関する正確な知識及び技能を有するものでな

ければならないものとする｡
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③ 検診実施機関は､精密検査実施施設と連絡をとり､精密検査の結果の把握

に努めなければならないものとする｡

④ 検診実施機関は､検体及び検診結果を少なくとも3年間保存しなければな

らないものとする.

⑤ 検診実施機関は､子宮がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は

助言に従い､実施方法等の改善に努めるものとする｡

4 肺がん検診

(1)検診項目･

肺がん検診の検診項目は､次に掲げる問診､胸部エックス線検査及び啄疾細

胞診とし､啄疾細胞診は､問診の結果､医師が必要と認める者に対し行うもの

とするO

① 問診

問診に当たっては､喫煙歴､職歴及び血疾の有無を必ず聴取し､かつ､過

去の検-診の受診状況等を聴取するものとする｡

② 胸部エックス線検査

ア 65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は､肺がん検診に適格な胸

部エックス線写真を撮影 し､読影するものとする｡

イ 65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は､ ｢感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号)｣第

53条の2第 3項に規定する定期の健康診断等において撮影された肺がん

検診に適格な胸部エックス線写真を用い読影するものとする0

③ H客疾細胞診 (啄疾採取の方法)

ア 問診の結果､啄疾細胞診の対象とされた者に対し､啄疾採取容器を配布

し､啄床を採取するものとする.

イ Ⅰ客疾は､起床時の早朝疾を原則とLt最低3日の蓄疾又は3日の連続採

疾とする｡

り 採取した啄疾 (細胞)は､固定した後､パパニコロウ染色を行い顕微鏡

下で観察するものとする｡

(2)胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は､2名以上の医師 (このうち1名は､十分な経験を有

すること｡)によって読影するものとし､その結果に応じて､過去に撮影した

胸部エックス線写真と比較読影することが望ましい｡

(3)啄疾細胞診の実施

① 検体の顕微鏡検査は､十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する

専門的検査機関において行 うものとする｡この場合において､医師及び臨床

検査技師は､日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であるこ

とが望ましい｡

また､同一検体から作成された2枚以上のスライ ドは､2名以上の技師に
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よりスクリーニングするものとする｡

② 専門的検査機関は､細胞診の結果について､速やかに検査を依粛した者に

通知するものとする｡

(4)結果の通知

検診の結果については､問診､胸部エックス線写真の読影の結果及び啄疾細

胞診の結果を総合的に判断して､精密検査の必要性の有無を決定し､受診者に

速やかに通知するものとする｡

(5)記録の整備

検診の記録は､氏名､年齢､住所､過去の検診の受診状況､胸部エックス線

写真の読影の結果､啄疾細胞診の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録す

るものとするo

また､受診指導の記録を併せて整理するほか､必要に応じて個人票を作成し､

医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等を記録するものとする｡

さらに､精密検査の結果がんと診断された者については､必ず個人票を作成

し､組織型､臨床病期及び治療の状況 (切除の有無を含む｡)等について記録

するものとするO

(6)事業評価

肺がん検診の実施に当たっては､適切な方法及び精度管理の下で実施するこ

とが不可欠であることから､市町村は､報告書の ｢肺がん検診のための事業評

価のためのチェクリス ト (市町村用)｣を参考とするなどして､検診の実施状

況を把握するものとする｡その上で､保健所､地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議を行い､地域における実施体制の整備に努めるとともに､肺

がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助言に基づき､検診実施機

関の選定及び実施方法等の改善を行 うものとする｡

また､都道府県は､肺がん部会において､地域がん登録を活用し､及び報告

書の ｢肺がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (都道府県用)｣

を参考とするなどして､がんの雁患動向､検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い､市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行うものとするo

なお､肺がん検診における事業評価の基本的な考え方については､報告書を

参頗すること｡

(7)検診実施機関

① 検診実施機関は､適切な方法及び精度管理の下で肺がん検診が円滑に実施

されるよう､報告書の ｢肺がん検診のための事業評価のためのチェックリス

ト (検診実施機関用)｣を参考とするなどして､胸部エックス線検査及び啄

疾細胞診の精度管理に努めるものとする｡

② 検診実施機関は､肺がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならないものとする0
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③ 検診実施機関は､精密検査実施施設と連絡をとり､精密検査の結果の把握

に努めなければならないものとする｡

④ 検診実施機関は､細胞診を他の細胞診検査センター等に依頼する場合は､

細胞診検査機関の細胞診専門医や細胞検査士等の人員や設備等を十分に把握

し､適切な機関を選ばなければならないものとする｡

⑤ 胸部エックス線写真や啄疾細胞診に係る検体及び検診結果は､少なくとも

3年間保存しなければならないものとする｡

ただし､65歳以上を対象者とする胸部エックス線写真については､結核

健診の実施者において保存するものとするO

⑥ 検診実施機関は､肺がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助

言に従い､実施方法等の改善に努めるものとする｡

(8)その他

喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高く､一次予防としての喫煙等の指導及

び肺がんに関する正しい知識等の啓発普及は極めて重要である｡このため､肺

がん検診及び肺がん予防健康教育等の場を利用するとともに､必要な者に対し

ては､健康増進法 (平成 14年法律第 103号)第 17条第 1項に基づく喫煙

者個別健康教育を実施し､禁煙に関する指導を推進するものとする｡また､若

年層に対しても､積極的に禁煙及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正

しい知識等の啓発普及を図るなど､防煙 ･禁煙 ･分煙にわたる総合的なたばこ

対策の推進を図るよう努めるものとする0

5 乳がん検診

(1)検診項目

乳がん検診の検診項目は､次に掲げる問診､視診､触診及び乳房エックス線

検査 (マンモグラアイをいう｡以下同じ｡)とする｡

なお､乳房エックス線写真の読影と視診及び触診 (以下 ｢視触診｣というo)

は､原則として同時に実施するものとする｡ただし､乳房エックス線撮影装置

を搭載した検診車による乳がん検診を実施 し､及び乳房エックス線写真の二重

読影を実施する場合は､この限りでないものとする｡

① 問診

問診に当たっては､乳がんの家族歴､既往歴､月経及び妊娠等に関する事

項､乳房の状態､過去の検診の受診状況等を聴取するものとする｡

② 視診

乳房､乳房皮膚､乳頭及び厳寓の状況を観察するものとする｡

③ 触診

乳房､乳頭及びリンパ節の触診を行 うものとする｡

④ 乳房エックス線検査

ア 別J紙の3の (1)の④のアに規定する基準に適合した実施機関において､

両側乳房について､内外斜位方向撮影を行 うものとする｡
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イ 40歳以上50歳未満の対象者については､アの内外斜位方向撮影と共

に頭尾方向撮影も併せて行うものとする｡

ウ 乳房エックス線写真の読影は､適切な読影環境の下で､二重読影 (この

うち1名は､十分な経験を有する医師であること｡)により行うものとす

る｡

(2)結果の通知

検診の結果については､問診､乳房エックス線検査の結果及び視触診の結果

を総合的に判断して､精密検査の必要性の有無を決定し､受診者に速やかに通

知するものとするD

(3)記録の整備

検診の記録は､氏名､年齢､住所､過去の検診の受診状況､乳房エックス線

検査の結果､視触診の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録するものとす

るo

また､受診指導の記録を合わせて整理するほか､必要に応じて個人票を作成

し､医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等を記録するものとする｡

(4)事業評価

乳がん検診の実施に当たっては､特に乳房エックス線検査など､適切な方法

及び精度管理の下で実施することが不可欠であることから､市町村は､報告書

の ｢乳がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (市町村用)｣を参

考とするなどして､検診の実施状況を把握するものとする｡その上で､保健所､

地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い､地域における実施体

制の整備に努めるとともに､乳がん部会における検討結果を踏まえ､その指導

又は助言に基づき､検診実施機関の選定及び実施方法等の改善を行 うものとす

る｡

また､都道府県は､乳がん部会において､地域がん登録を活用し､及び報告

書の ｢乳がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (都道府県用)｣

を参考とするなどして､がんの罷患動向､検診の実施方法及び精度管理の在 り

方等について専門的な見地から検討を行い､市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行うものとする｡

なお､乳がん検診における事業評価の基本的な考え方については､報告書を

参照すること｡

(5)検診実施機関

① 乳がん検診のうち特に乳房エックス線検査を行 う検診実施機関は､適切な

方法及び精度管理の下で乳がん検診が円滑に実施されるよう､報告書の ｢乳

がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (検診実施機関用)｣を

参考とするなどして､乳房エックス線写真の撮影及び読影等の精度管理に努

めるものとする｡

② 検診実施機関は､乳がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ
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ればならないものとする｡

③ 検診実施機関は､精密検査実施施設と連絡をとり､精密検査の結果の把握

に努めなければならないものとする｡

④ 検診実施機関は､乳房エックス線写真及び検診結果を少なくとも3年間保

存しなければならないものとする｡

⑤ 検診実施機関は､乳がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助

言に従い､実施方法等の改善に努めるものとする｡

(6)その他

乳がんは､日常の健康管理の一環としての自己触診によって､しこり (腫壇)

に触れるなどの自覚症状を認めることにより発見される場合がある｡このため､

検診の場で受診者に対し､乳房エックス線検査による乳がん検診を定期的に受

診する̀ことの重要性だけでなく､乳がんの自己触診の方法､しこりに触れた場

合の速やかな医療後閑-の受診､その際の乳房疾患を専門とする医療機関の選

択等について啓発普及を図るよう努めるものとする｡

6 大腸がん検診

(1)検診計画の策定等

大腸がん検診の実施に当たっては､精密検査の実施体制が整っていることが

不可欠である｡このため､市町村は､保健所､地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議の上､地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案し､検診

計画を策定するものとする｡

また､大腸がん部会は､市町村が策定した検診計画について､検診が円滑に

実施されるよう広域的な見地から医師会､検診実施機関及び精密検査機関等関

係者と調整を行 うものとする｡

(2)検診項目

大腸がん検診の検診項 目は､次に掲げる問診及び便潜血検査とする｡

① 問診

問診に当たっては､現在の症状､既往歴､家族歴及び過去の検診の受診状

況等を聴取するものとする｡

② 便潜血検査

便潜血検査は､免疫便潜血検査 2日法により行うものとし､測定用キット､

採便方法､検体の回収及び検体の測定については､次のとおりとする｡

ア 測定用キット

それぞれの測定用キットの特性並びに市町村における検体処理数及び採

便から測定までの時間等を勘案して､最適のものを採用するものとする｡

イ 採便方法

採便用具 (ろ尭臥 スティック等)を配布し､自己採便とする.

なお､採便用具の使用方浜､採便量､初回採便から2回目までの日数及

び初回採便後の検体の保管方法等は､検診の精度に大きな影響を与えるこ
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とから､採便用具の配布に際しては､その旨を受診者に十分説明するもの

とする｡

また､採便用具の配布は､検体の回収日時を考慮して､適切な時期に行

うものとする｡

ウ 検体の回収

初回の検体は､受診者の自宅において冷蔵保存 (冷蔵庫での保存が望ま

しい｡)し､2回目の検体を採取した後即日回収することを原則とする｡

また､やむを得ず即日回収できない場合でも､回収までの時間を極力短

縮し､検体の回収､保管及び輸送の各過程で温度管理に厳重な注意を払 う

ものとするD

なお､検診受診者から検診実施機関-の検体郵送は､温度管理が困難で

あり､検査の精度が下がることから､原則として行わないものとする｡

エ 検体の測定

検体回収後速やかに行 うものとし､速やかな測定が困難な場合は､冷蔵

保存するものとする｡

(3)検診結果の区分

大腸がん検診の結果は､問診の結果を参考として､免疫便潜血検査の結果に

より判断し､ ｢便潜血陰性｣及び ｢要精検｣に区分するものとするD

(4)結果の通知

検診の結果については､精密検査の必要性の有無を附し､受診者に速やかに

通知するものとする｡

(5)記録の整備

検診の記録は､氏名､性別､年齢､住所､過去の検診の受診状況､受診指導

の記録､検診結果､精密検査の必要性の有無､精密検査受診の有無及び精密検

査の確定診断の結果等を記録するものとするO

また､必要に応じ個人票を作成し､これらの情報について整理するほか､治

療の状況及び予後その他必要な事項についても記録するものとする0

(6)事業評価

大腸がん検診の実施に当たっては､適切な方法及び精度管理の下で実施する

ことが不可欠であることから､市町村は､報告書の ｢大腸がん検診のための事

業評価のためのチェックリス ト (市町村用)｣を参考とするなどして､検診の

実施状況を把握するものとする｡その上で､保健所､地域医師会及び検診実施

機関等関係者と十分協議を行い､地域における実施体制の整備に努めるととも

に､大腸がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は助言に基づき､検

診実施機関の選定及び実施方法等の改善を行 うものとする｡

また､都道府県は､大腸がん部会において､地域がん登録を活用し､及び報

告書の ｢大腸がん検診のための事業評価のためのチェックリスト (都道府県用)J

を参考とするなどして､がんの雁患動向､検診の実施方法及び精度管理の在り
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方等について専門的な見地から検討を行い､市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行うものとする｡

なお､大腸がん検診における事業評価の基本的な考え方については､報告書

を参照することO

(7)検診実施機関

① 検診実施機関は､適切な方法及び精度管理の下で大腸がん検診が円滑に実

施されるよう､報告書の ｢大腸がん検診のための事業評価のためのチェック

リス ト (検診実施機関用)｣を参考とするなどして､便潜血検査等の精度管

理に努めるものとする｡

② 検診実施機関は､大腸がんに関する正確な知識及び技能を有するものでな

ければならないものとする.

③ 検診実施機関は､検体の測定を適正な方法で原則として自ら行わなければ

ならないものとする｡

(参 検診実施機関は､精密検査実施施設と連絡をとり､精密検査の結果の把握

に努めなければならないものとする｡

(参 検診実施機関は､検診結果を少なくとも3年間保存しなければならないも

のとする｡

⑥ 検診実施機関は､大腸がん部会における検討結果を踏まえ､その指導又は

助言に従い､実施方法等の改善に努めるものとする｡

(8)精密検査等

① 大腸がん検診において ｢要精検｣とされた者については､必ず精密検査を

受診するよう､全ての検診受診者に周知するものとする｡

なお､その際には､精密検査を受診しないことにより､大腸がんによる死

亡の危険性が高まるなどの科学的知見に基づき､十分な説明を行 うものとす

る｡

② 我が国の大腸がんの死亡率及び罷患率は､40歳代後半から増加を示し､

特に50歳以降の増加が著しいことから､50歳以上の者については､積極

的に受診指導を行 う等の重点的な対応を行 うものとする｡

③ 大腸がん検診の実施に当たっては､精密検査の実施体制が整っていること

が不可欠であり､精密検査の第-選択は､全大腸内視鏡検査とする｡

④ 精密検査を全大腸内視鏡検査で行 うことが困難な場合においては､S状結

腸内視鏡検査と注腸エックス線検査 (二重造影法)の併用による精密検査を

実施するものとするO

ただし､その実施に当たっては､十分な精度管理の下で､注腸エックス線

検査の専門家により実施するものとする｡

⑤ 便潜血検査のみによる精密検査は､大腸がんの見落としの増加につながる

ことから､行わないものとする｡

7 総合がん検診
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(1)目的

総合がん検診は､地域住民の多様なニーズに対応する観点から､節目検診と

して､総合的ながん検診を行うことを目的とする｡

(2)実施方法

総合がん検診は､2から6までに規定するすべてのがん検診を同時に実施す

るものであり､原則として同時に実施することが可能な医療機関において実施

するものとする｡

(3)検診の実施

総合がん検診は､2から6までに規定する検診項目 (医師が必要と認める者

について行 うものに限る｡)について､2から6までの定めるところにより行

うものとする｡ただし､肺がん検診における胸部エックス線検査については､

検診実施医療機関で直接撮影により撮影された胸部エックス線写真を用いるも

のとするo

(4)その他

｢結果の通知｣､ ｢記録の整備｣及び ｢検診実施機関｣等については､2から

6までの定めるところに準じて行うものとする｡

8 その他

(1) 2から7までに規定する事項以外の事項については､ ｢健康増進事業実施要

領｣の第 3等に準ずるものとする｡

(2)健康増進法第 17条第1項に基づく健康手帳にがん検診の記録に係るページ

を設ける場合は､別添様式を標準的な様式例とする｡

(3)子宮がん検診､肺がん検診及び乳がん検診の実施上の留意事項は､別紙のと

おりとする｡
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別 耗

がん検診実施上の留意事項

1 子宮がん検診 (子宮体部の細胞診)

(1)子宮体部の細胞診の実施

① 対象者

子宮頚がんの問診の結果､最近 6月以内に､不正性器出血 (一過性の少量

の出血､閉経後出血等)､月経異常 (過多月経､不規則月経等)及び褐色帯

下のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対しては､第-選択と

してミ十分な安全管理の下で多様な検査を実施できる医療機関-の受診を勧

奨す=･8こととなるが､子宮額がん検診と併せて子宮体部の細胞診 (子宮内膜

細胞診)を実施することについて本人が同意する場合には､子宮頸部の細胞

診に引き続き子宮体部の細胞診を実施するものとするD

② 問診の留意点

問診時に聴取する不正性器出血は､いわゆる不正出血､閉経後出血､不規

則月経､下着に付着した染み程度の赤色斑点 (スポッティング)､一次的な

少量の出血及び褐色帯下等出血に起因するすべての状態を含み､問診の際に

は､このような状態を正しく把握するよう留意するものとする｡

③ ･細胞採取の留意点

子宮体部の細胞診においては､吸引法又は擦過法によって子宮内膜細胞を

痩取するが､対象者は､主として更年期又は更年期以後の女性であることか

ら､子宮額管が狭くなっていること等を考慮し､吸引法及び擦過法の両器具

を準備 しておくことが望ましいO

また､検診車や保健所等で実施する場合であって､吸引陰又は擦過法のい

ずれかの方法を用いても器具の挿入ができないときは､速やかに医療機関を

受診するよう指導するとともに､医療機関における細胞診の結果等の把握に

努めるものとする｡

(2)指導区分等

原則として､子宮体部の細胞診の判定結果が ｢疑陽性｣及び ｢陽性｣の者は､

｢要精検｣とし､ ｢陰性｣の者は､その他の臨床症状を勘案し､精密検査の受

診の要否を決定するが､精密検査の受診の必要がない場合は､ ｢精検不要｣と

し､それぞれ次の指導を行 うものとする｡

① ｢要精検｣と区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものとする｡

(参 ｢精検不要｣と区分された者

日常生活において不正性器出血等に注意するよう指導するものとする｡
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2 肺がん検診

(1)啄疲細胞診の実施

① 対象者

啄疾細胞診の対象者は､問診の結果､原則として50歳以上で喫煙指数

(1日本数×年数)600以上の者 (過去における喫煙者を含む｡)及び6

月以内に血痕のあった者のいずれかに該当することが判明した者とする｡

② 啄疾採取の方法

ア 問診の結果､啄疾細胞診の対象とされた者に対し､有効疾の採取方法を

説明するとともに､保存液の入った略疾採取容器を配布し､啄痕を採取す

るものとする｡

イ 啄疾は､起床時の早朝痕を原則とし､最低 3日の蓄疾又は3日の連続採

痕とする｡

ウ 採取した啄疾 (細胞)の処理方法は､次のとおりとする｡

(ア)ホモジナイズ法又は蓄疾直接塗抹法により､2枚以上のスライ ドグラ

スに擦り合わせ式で塗抹するものとするo また､塗抹面積は､スライ ド

グラス面の3分の2程度とする｡

(イ)蓄疾直接塗抹法においては､粘血部､灰 白色部等数箇所からピックア

ップし､擦り合わせ式で塗抹するものとする｡

(ウ)パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察するものとする｡

③ 判定

啄疾細胞診の結果の判定は､ ｢肺癌集団検診の手びき｣ (日本肺癌学会集

団検診委員会編)の ｢集団検診における啄疾細胞診の判定基準と指導区分｣

によって行うものとする｡

(2)胸部エックス線検査に用いる適格な写真

胸部エックス線検査に用いる肺がん検診に適格な胸部エックス線写真は､肺

尖､肺野外側線､横隔膜及び肋骨横隔膜等を十分に含むようなェックス線写真

であって､適度な濃度とコントラス ト及び良好な鮮鋭度をもち､縦隔陰影に重

なった気管､主気管支の透亮像並びに心陰影及び横隔膜に重なった肺血管が観

察できるものであり､かつ､次により撮影されたものとする｡

① 間接撮影であって､100mmミラーカメラを用い､定格出力 150kV

以上の撮影装置を用いた､120kV以上の管電圧による撮影

② 間接撮影であって､定格出力 125kVの撮影装置を用い､縦隔部の感度

を肺野部に対して高めるため110kV以上の管電圧及び希土類 (グラデー

ション型)蛍光板を用いた撮影

③ 直接撮影であって､被験者一管球間の距離を1.5m以上とし､定格出力

150kV以上の撮影装置を用い､原則として120kV (やむを得ない場

合は100-120kVでも可)の管電圧及び希土類システム (希土類増感

紙及びオルソタイプフイルム)を用いた撮影
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(3)胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は､2名以上の医師によって読影し､それぞれの読影結

果に基づき比較読影するものとし､その方法は､次のとおりとするa

① 二重読影

2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影するものとするが､こ

のうち1名は､十分な経験を有するものとする｡読影結果の判定は､ ｢肺癌

集団検診の手びき｣ (日本肺癌学会集団検診委員会編)の ｢肺癌検診におけ

る胸部Ⅹ線写真の判定基準と指導区分｣によって行 うものとするa

② 比較読影

ア 二重読影の結果､ ｢肺癌集団検診の手びき｣ (日本肺癌学会集団検診委

員全編)の ｢肺癌検診における胸部Ⅹ線写真の判定基準と指導区分｣の

｢d｣及び ｢eJに該当するものについては､比較読影を行うものとする｡

イ 比較読影は＼過去に撮影した胸部エックス線写真と比較しながら読影す

るものであり､地域の実情に応 じて次二のいずれかの方法により行 うものと

する｡

(ア)読影委員会等を設置して比較読影を行 う■方法

(イ)二重読影を行った医師がそれぞれ比較読影を行 う方法

(ウ)二重読影を行った医師のうち指導的立場の医師が比較読影を行う方法

り 読影結果の判定は､ ｢肺癌集団検診の手びき｣ (日本肺癌学会集団検診

委員会編)の ｢肺癌検診における胸部Ⅹ線写真の判定基準と指導区分｣に

よって行 うものとする｡

(4)指導区分等

指導区分は､ ｢要精検｣及び ｢精検不要｣とし､それぞれ次の指導を行 うも

のとする｡

① ｢要精検Jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものとする｡

② ｢精検不要｣と区分された者

翌年の検診の受診を勧めるとともに､禁煙等日常生活上の注意を促すもの

とする｡

なお､指導区分の決定及び精度管理等については､ ｢肺癌集団検診の手び

き｣ (日本肺癌学会集団検診委員会編)等を参考とすること｡

また､胸部エックス線写真の読影の結果､結核等肺がん以外の疾患が考え

られる者については､受診者に適切な指導を行 うとともに､ ｢感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律｣第 53条の2第3項に規定す

る定期の健康診断等の実施者又は医療機関に連絡する等の体制を整備するこ

と｡

(5)記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については､必ず個人票を作成し､組織
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型､臨床病期及び治療の状況 (切除の有無を含むD)等について記録するもの

とする｡

また､がんが否定された者についても､その後の経過を把握し､追跡するこ

とのできる体制を整備することが望ましい｡

(6)肺がん検診に用いる胸部エックス線写真

65歳以上の対象者については､次の点に留意するものとする｡

① 胸部エックス線写真は､ ｢感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律｣第53条の6に規定する定期の健康診断に関する記録に準じ､

結核健診の実施者において保存するものとし､肺がん検診の実施者から一時

的利用の依頼があった場合には､迅速かつ円滑に応じられるよう､その管理

体制を整備すること｡

② 結核健診の実施者が結核健診を他の機関に委託して行 う場合は､委託契約

の締結に際して､胸部エックス線写真の保存及び肺がん検診の実施者からの

一時的利用の依頼に対する便宜の供与等に支障の生じないよう所要の配慮を

すること｡

③ 肺がん検診の実施者は､結核健診において撮影された胸部エックス線写真

を用いて肺がん検診を行うことを肺がん検診の受診者に周知せしめるととも

に､利用する胸部エックス線写真を損傷しないよう十分な注意をもって取り

扱 うものとし､利用後は速やかに返却すること｡

なお､胸部エックス線写真の利用に伴う胸部エックス線写真及び関連する

記録の検索並びに運搬に係る費用については､肺がん検診の実施者において

負担すること｡

3 乳がん検診

(1)乳がん検診の実施

① 乳がん検診の実施方式

乳房エックス線検査の実施に当たっては､原則として乳房エックス線写真

の読影を行いながら､視触診を実施するものとする｡

ただし､同時に実施するのは､第 3の5の (1)の④のウの2名の二重読

影を行う者のうち､ 1名で差し支えないものとする｡

なお､実施方法を定めるに当たっては､受診者の利便性に配慮するととも

に､検診の結果を速やかに受診者に通知するなど､検診の円滑かつ適切な実

施に支障をきたすことのないよう努めるものとする｡

② 視診の留意点

視診に当たっては､乳房の対象性 (大きさ及び形)､乳房皮膚の陥凹､膨

隆､浮腫､発赤､乳頭陥凹及び乳頭びらんの有無について観察するものとす

るO

③ 触診の留意点

触診は､指腹法及び指先交互法等により､両手で乳房の内側から外側 (又
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は外側から内側)に､かつ､頭側から尾側に向かって乳房を軽く胸壁に向か

って圧迫するように行 うものとするO

ア 乳房の触診

腫癌､結節及び硬結の有無､性状等を診察するものとする｡

イ リンパ節の触診

厳寓リンパ節及び鎖骨上窟リンパ節の腫脹の有無､性状等を診察するも

のとするO

ウ 乳頭の触診

乳頭からの異常な分泌物の有無､性状等を診察するものとする｡

④ 乳房エックス線検査の留意点

ア 実施機関の基準

･乳房エックス線撮影の実施機関は､当該検査を実施するに適格な撮影装

置 (原則として日本医学放射線学会の定める仕棟基準を満しているものと

し､少なぐとも適切な線量及び画質基準を満たす必要があることa)を備

えるものとする｡

なお､マンモグラアイ検診精度管理中央委員会 (日本乳癌検診学会､日

本乳癌学会､日本医学放射線学会､日本産科婦人科学会､日本放射線技術

学会及び日本医学物理学会により構成される委員会をいうo以下同じ｡)

が開催する乳房エックス線検査に関する講習会又はこれに準ずる講習会を

･修了した診療放射線技師が乳房撮影を行 うことが望ましいO

イ 乳房エックス線写真の撮影について

アに規定する撮影装置を用いて､両側乳房について､内外斜位方向撮影

を行 うものとする｡

ただし､内外斜位方向撮影を補克する方法として､50歳以上の対象者

にも頭尾方向撮影を追加することは差し支えないものとする｡

ウ 乳房エックス線写真の読影について

読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分配慮する等読影環境を整え

た上で､視触診と同時併用で読影を行い､更に十分､な経験を有する医師

(マンモグラフイ検診精度管理中央委員会が開催する読影講習会又はこれ

に準ずる講習会を修了していることが望ましい｡以下同じ｡)による読影

を行 うことを原則とする｡

また､視触診と同時併用で読影を行 うことができない場合においても､

2名以上の医師 (このうち1名は､十分な経験を有すること｡)が同時に

又はそれぞれ独立して読影するものとする｡

なお､読影結果の判定は､乳房の左右の別ごとに行 うものとする｡

エ 機器等の品質管理について

実施機関は､禄影装置､現像機及びシャウカステンその他の当該検査に

係る機器等について､日常的かつ定期的な品質管理を行わなければならな
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いものとする｡

オ その他

アからェの詳細については､ ｢マンモグラフイによる乳がん検診の精度

管理マニュアル｣ (厚生省老人保健推進費等補助金 ･マンモグラフイによ

る乳がん検診の推進 と精度向上に関する研究班 ･平成 12年 1月)等を参

考とするものとする｡

(2)指導区分等

指導区分は､ ｢要精検｣及び ｢精検不要｣とし､それぞれ次の指導を行 うも

のとする｡

① ｢要精検｣と区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものとする0

② ｢精検不要｣と区分された者

次回の検診の受診を勧めるとともに､日常の健康管理の一環として乳房の

自己触診に関する指導を行 うものとする｡

(3)記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については､必要に応 じて個人票を作成

し､医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等について記録するもの

とするo

また､がんが否定された者についても､その後の経過を把握 し､追跡するこ

とのできる体制を整備することが望ましい｡
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⊂ 亘 垂 亘亘:コ

市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果

(平成22年1月1日時点)

1.調査方法等

各都道府県を通じ､管内市区町村に対し､がん検診の実施状況(平成22年1

月1日現在)についての調査を行った｡

2.結果概要 (詳糸馴ま別添のとおり)

○ 平成22年1月現在で､1790市区町村のうち､1783市区町村から回答

があった｡※一部､合併前の市町村別に報告あり｡

○ 健康増進法に基づくがん検診を実施していると回害した市区町村は､胃が
ん 1782(99.9%)､子宮がん 1781(99.9%)､肺がん 1720(96.5%)､

乳がん 1783(100.0%)､大腸がん1781(99.9%)であった｡乳がん及び

子宮がんは､無回答を除き､回答のあった全市区町村でがん検診が実施されて

いたOまた､健康増進法に基づくがん検診を実施していないと回答した市区町

村は､肺がん62､大腸がん2､胃がん1であった.

0 健康増進法に基づくがん検診を実施していないと回答した市区町村におけ
る理由としては､最も多かった肺がんでは ｢検診の有効性に疑問があるため

(25)｣､｢他に優先すべき事業があるため (17)｣､｢予算を確保できない為

(12)｣であった｡

○ 国の指針※通りの対象年齢に対してがん検診を実施している市区町村は､胃
がん 1155(64.8%)､子宮がん 1703(95.6%)､肺がん 1347(78.3%)､乳

がん1036(58.1%)､大腸がん1327(74.5%)であった｡

〇 回の指針※通りの受診間隔でがん検診を実施している市区町村は､胃がん

1774(99.6%)､子宮がん737(41.4%)､肺がん1706(99.2%)､乳が

ん 873(49.0%)､大腸がん 1778(99.8%)であった｡また､子宮がんと

乳がんについて､毎年受診機会を設けかつ毎年受診勧奨を実施している市区町

村は､それぞれ805(45.2%)､502(28.2%)であった｡

○受診者の定員を設けていない市区町村は､胃がん 1374(77.1%)､子宮がん

1423(79.9%)､肺がん 1466(85.2%)､乳がん 1205(67.6%)､大腸がん

1585(89.0%)であり､受診者の定員を設けている場合の制限方法としては､

｢先着順｣が最も多かっだ｡
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○ 対象者全員もしくは対象者の一部に､国の指針※以外の検査方法を実施して

いる市区町村は以下の通りだった｡

･胃がん :胃内視鏡検査234(13.1%)､ペプシノゲン法53(3.0%)

･ヘリコバクタピロリ抗体18(1.0%)

･子宮がん :HP>検査26(1.5%)

･肺がん :CT検査150(8.7%)､

･乳がん :乳房×線検査と併用していない視触診検査21(1.2%)

超音波検査536(30.1%)

･大腸がん :内視鏡検査32(1.8%)､S状結腸鏡検査30(1.7%)､

注腸×線検査5(0.3%)

○ 葉Ei)検診において､自己負担額を完全無料で実施している市区町村は､

がん1738※1のうら137(7.9%)､子宮がん1536のうち118(7.7%)､

がん 1652のうち350(21.2%)､乳がん 1652のうら113(6.8%)､

胃

肺

大

腸がん1631のうち138(8.5%)であった｡個別検診において､自己負担額

を完全無料で実施している市区町村は､胃がん582※2のうら38(6.5%)､子

宮がん1155のうち96(8.3%)､肺がん509のうち78(15.3%)､乳がん

896のうち53(5.9%)､大腸がん687のうら69(10.0%)であった｡

※1- 集団検診を行っている市区町村数､※2-個別検診を行っている市区町村数

○ がん検診の周知方法としては､5つのがん検診の平均では､｢広報誌に掲載

1596(90.2%)｣｢ホームページに掲載1201(67.9%)｣が多く､次いで｢対
象者に個別に郵送等で通知 684(38.6%)｣｢世帯主宛に郵送等で通知 395
(22.3%)｣､｢個別訪問106(6.0%)｣はであった｡

○ 国が指針※で定めているがん種以外のがん検診を実施している市区町村は

1238(69.4%)であった｡最も多いがん検診は前立腺がん検診1205(67.6%)

で､無回答の2市を除く1203市区町村でPSA検査等を実施していた｡
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※国の指針
｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針｣
(平成20年3月31日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知)
種類 検査項目 対象者 受診間隔

胃がん検診 問診及び胃部エックス線検査 40歳以上 年1回

子宮がん検診問診､視診､子宮頚部の細胞診及び内診 20歳以上 2年に1回

肺がん検診 問診､胸部エックス線検査及び暗癖湘柑包診 40歳以上 年1回

乳がん検診 問診､視診､触診及び乳房エックス線検査(マンモグラフイ)

大腸がん検診問診及び便潜血検査

40歳以上 2年に1回

40歳以上 年1匝】′

-3-



(別添)

市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果
(平成22年1月1日現在)

1.回収状況

回答のあった市区町村

調査対象とした市区町村

2.各がん検診の実施状況
2-1検診実施市区町村数

覇監折区敵機 絹 憾 鎚 寵 鰐 底蛎触感 -勺- ,.-＼賢滋を3:漸 蘇直税 機 瀞繊榊 韓獣 医樹 臓 漁漁毒甑鑑臓 ･.. 巳:: --..ヨ監芸照 一

検診を実施していると回答した市区町村数. 1782 99.9 1781 99.9 1720 96.5 1783 100.0 1781 99.9
1 0 .1 0 0 62 3.5 0 0 2 0.1

無回答 0 0 .0 2 0.1 1 0.1 0 0.0 0 0.0

2-2検診未実施市区町村数(枚数E]答可)
市区町村臓蕉夷施棚減 rJi1 ---L..､､

胃がん 1無回答子宮がん 0

肺がん_ 62予算を確保できない為 ー2

実施できる施設 4

他に優先すべき事業があるため 17

ついて疑問 があるため 25

その他 25

無回答 2

乳がん 0

大腸がん 2実施できる施設 1

るため 1

無回答 0

-4-



棚 単月i)電機 畿独活猿静榊 品富力捕畑… 一■■ 胡準滞聯 相磯 脚 膨潤 翻癖棚 大棚
軌 砿離郷臓 慧招減臓 腰野棺区轍 臓 儲搾韓馳財磯村野丑■市ESrr村棚 l… 轍鮒匪■鵬 溺薫謙撃鮎獅労轟済群市区町村紺 E

全ての住民 1444 81.0 1324 74.3 1398 81.3 1281 71.8 1456 81.8
一部の住民 338 19.0 456 25.6 321 18.7- 502 28.2 325 18,2
無回答 0 0.0 1 0.1 1 0.1 0 0.0 0 0.0

3-2各がん検診対象者の年齢

機 弼弥胃鵜磯 野措艶馴 劫野㈱ 肺力㍍榔 耶 芳しカ!棚 Ⅶ~~R1-~~L L郡+カ∵
監 ぬ 望塗 立 憲 霊 服三g3ぎ)発ミ概を<九ミささ…､-轍 譲琵 }て-I.-A;㍗..A..-済馴 親恕親市区町村臓 !… Jk市LEEqT村数顎FI 髄弱匡脈轍憾 憶断 窮私腹齢 ESrT村欄 Ⅷ 蛤+
国の指針に基づいた対象年齢 1155 64.8 1703 95.6 1347 78.3 1036 58.1 1327 74.5
指針以外の対象年齢※ 622 34.9 74 4.2 369 21.5 736 41.3 437 24.5
無回答 5 0.3 3 0.2 2: 0.ー 4 0.2 14 0.8
重複回答 0 0.0 1 0.1 2l O.1 7 0.4 3 0.2
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3-3受診間隔

新 区鮒 傾 l瀧配 停弼鵬 駁 -p-== ..1.盟腰脱 髄野晋 箭広側 臥覗轍鮒 琵狩野妬 煎匪師緋臓 !那 賀漁艶腰鮒低舵榔憾 腰難欄
ri)の拍針l=基づい+-啓治間隔注1) 1774 99.6 737 41.4 1706 99.2 873 49.0 1778 99.8

指針以外の受診間隔 8 0.4 1042 58.5 14 0.8 899! 50.4 3 0.2

無回答 0 0.0 2l o.1 0 0.0 2 0.1 0 0.0

重複回答 ol o.o 0 0.0 0 0.0 9 0.5 ol o.o

※指針以外の受診間隔について(子宮がん及び乳がんについては更に質問)

感激甜報謝欄 漁 磯雛鰐戦況挽窯贋濫

尉 区l好樹欄 ･策ミ-.㌔..､}--項騰謂ジ;～覇耗肺底鰍 j鵬際

受診機会.受診勧奨がともに毎年 805 77.3 502 55.a

受診機会.受診勧奨がともに隔年 210 20.2 283 31.5

その他 27 2.6 114 l2.7

注1).国の指針に基づいた受診間隔

がん検診は､原則として同一人において年1回行うものとする｡

ただし乳がん検診および子宮がん検診では､同一人にとって受診機会は毎年あるが原則2年に1回の受診を勧奨する｡

rがん予防重点鍵康教育及びがん検診実施のための指針｣よt･).

定員を設けていない 1374 77.1 1423 79.9 1466 85.2 1205i 67.6 1585 89.0

定員を設け先着順 . 309 173 232: 13.0 190 ll.0 426; 23.9 135 7.6

定員を設け抽選 20 11 14蔓 0.8 17l 1.0 2郎 1.6 13 0.7

その他※ 73 41 104i 5.8 40 2.3 113喜 6.3 43 2.4

無回答 6 0.3 1'E 0.1 1 0.1 2 0.1 0 0.0

重複回答 0 00 7 0.4 6 0.3 9 .0.5 5 op.3

※その他に対するコメント

･居住地区､曜日､年代により定員を設けるかどうかが異なる

･検診方法(集団検診か個別検診か)により定員を設けるかどうかが異なる

･検査方法により定員を設けるかどうかが異なる 等
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顎剛 鰐騨帝都好脚 怯案戯 茄 I:1.-主′.二一 一;■ー;i/ . :;

新 励輔桃幽艶 … 一･三;ら;<3 p-i; J､.撰毒･コテli㌍ミL/..愛三撰,i;ji至近遠地 ご:; .～.1…′院 宝 ,.如 ;㌫JL
=■=■- 1768 99.2 1740 97.6 28 1.6

胃X線検査 1767 99.2 1643 92.2 124 7.0

胃内視鏡検査 皇34 13.1 30 1.7 204 ll.4

ペプシノゲン法 53 3.0 7 0.4 46 2.6

ヘリコバクタピロリ抗体 18 1.0 4 0.2 14 0.8

※その他の例) 生検､血圧測定

子宮がん(複数回答可)

盛況鰍 転勤轍磯節軸鎖線 発㈱ 渉猟 栄維動機倦 紛保養御 感寒推凝 減封 漉煎雛

∫ 濁漸瓶聯郷輔格 ≡=/-義-､､…1､1,海猫 混S嶺等 -;; A-,繁く樹 林機軸爵 賀長 -;: ...--捌 払
問診 1778 99.8 1758 98.7 20 1.1

視診 1529 85.9 1495 83.9 34 1.9

細胞診凸) 1767 99.2 1741 97.8 26 1.5

内診 1251 ,70.2 1103 61.9 148 8.3

HPV検査 26 1.5 5 0.3 21 1.2

その他※ 142 8.0 49 2.8 93 5.2

米その他の例) 纏睦エコー､コルポスコープ診

a)細胞診の方法(複数回答可)

I-.隻 J紛 区廓轍臓 ■l＼

擦過法 1665 94.2

液状検体法 38 2.2

不明 62 3.5

その他※ 10 0.6

※その他の例) 直接塗抹法､スプレー固定法

細胞診実施市区町村数(再掲)

1767
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検診実施市区町村数(再掲

1782

検診実施市区町村数(再嬬

1781



肺がん(複数回答可)

;…字や､ E十 二p.i. 健闘 控艶獅 好 洩細 鮎細磯鎚艶 yノ､双 gfl J-.+.h)へ4聯弼 雛郷間翻艶

問診 1671 97.2 1644 95.6 27 1.6

胸部X線検査 1671 97.2 1606 934 65 3.8

暗癌細胞診b) .1495 86.9 185 108 1310 76.2
CT(ヘリカルCT) 150 8.7 58 3.4 92 5.3

※その他の例) デジタル撮影

b)喧疲細胞診の対象者(複数回答可)

喜緋 _,㌔ 避難座板織機 三鯵機 憩

対象者全て 59 3.9

富危険鮭注) 1179 78.9
その他※ 309 20.7

暗疲細胞診実施市区町村数(再掲)

1495

汰)高危険群:50歳以上で喫煙指数が600以上の者､または40歳以上で6月以内に血痕のあった者のいずれか

※その他の例) 高危険群かつ希望者､高危険群に拘らず希望者､高危険群に拘らず喫煙者

乳がん(複数回答可)

1.ミ瀞,1㌧騒-,,-m ▲ 鵬 出熊幾敦-潔:=J.去▲三一一J., ､ rA:1 /I組 :-.-I. こ一 郎.. . p-::
間 夢 1774 99.5 1754 98.4 20 1.1

視 +' 1542 86.5 1325 74.3 217 12.2
触 5' 1528 85.7 1298 72.8 230 12.9

乳房X線検査 1750 98.1 1202 67.4 548 30.7

超音波検査 536 30.1 137 7.7 399 22.4

※視触診ともに実施と回答した市区町村数:1520､乳房X線検査と併用していない視触診検査を実施と回答した市区町村数:21

※※その他の例) 乳頭分泌液細胞診

大腸がん(複数回答可)

･ <Y. †も▲ rA:: ･妻脆 一三仁和 . ･､ p:【 pJl. - I ;一 一丁/止 ､ p-:r

妻由市区PT村 - ●一 ♪漸 落 痢蓄 瀦潮臓 腰 細 離 郷 臓 雛 赦 雛藤 済粉鍍

問診 1675 94.0 1643 92.3 32 1.8

便潜血検査 1773 99.6 1744 97.9 29 1.6.

大腸内視鏡検査 32 1.8 15 0.8 17 1.0

S状結腸鏡検査 30 1.7 5 0.3 25 1.4
注腸X線検査 5 0.3 0 0.0 5 0.3

※その他の例) 直腸診
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検診実施市区町村数(再嬬

1720

検診実施市区町村数(再靖

1783

検診実施市区町村数(再楕

1781



5｣国人負租(枚数回答可 注1)

脚 が棚 ■LL '1■℡州 ■一■■■聯 榊深棚 騒静榊 莞鼎親機 瀦靖撰筋刑 艶髭蕉勝カ潤 積桁数

成績庇臓 櫛 l磯 鞠獅 機軸醜 髄 節匿酎減淑樹l灘鞭獣鮪溜軌鮮 溺読唇yf村欄 事嶺酬 嶺雛 慧嫉缶区肺 臓 i鋤源既済 海 瀬鮮臓 機 ,灘 散財胡

完全無料 137 7.9 118 7.7 350】1049…253:ー652 21.263.515.3一oo.0 113-1131408ー652 66824100.8.5.7.0 1叫 .8.5集団検診 全員自認 1211.390一1738 6922100740 1062356ー536 692310120 1110l383!ー631 68.123.5一oo.0

完全無料個別検診 全員自三認 諾 38392152582≧ 667261005410 968132461155 8721103430 78323108509 1563l 1喜こ3520 53658185896 5732109460 694671516871 10.068,022.0100.0

検診実施市区町村敷く再掲) 1782 1781 1720

注1)個別検診のみ､集団検診のみ､併用の市区町村が混在している｡同一市区町村内でも検診実施校関によって費用負旭が異なる

注2)検診を実施している市区町村のうち､集EEl検診･個別検診共に無回答の市区町村

負担毛賀注3)

注3)集計対象:がん検診を実施している市区町村のうち､集団検診と個別検診が共に｢完全無料｣以外の市区町村
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6受診勧奨方法(複数回答可)

義損監琵琶琵~ ㈲ 鰐艶胃議題 帯庶郎縦 ~~ ,{働 義経+… ■萄博樹彩献 蔀詳 巳:r p-L.一汗 蕗瓢湖 搾取澗聯軌が濁横取 …澗 轍.:尽軒棚 潮 解鶴巻艶甑毅磯城脱棚 .1雛だ嘗- 削; .-.../,-欄 静男幾好鮒諒闇鷲艶驚鰍 洩抑 町棚 3蛸
対象者に個別に郵送等で通知 673 37.8 715 40.1 664 38.6 696 39.0 670 37.6

世帯主宛に郵送等で通知 397 22.3 388 21.8 389 22.6 391 21.9 408 22.9

自治体の広報誌で周知 1615 90.6 1611 90.5 1549 90.I 1604 90.0 1600 89.8

自治体のホームページで周知 1215 68.2 1208 67,8 1166 67.8 1209 67.8 1206 67.7

個別訪問して通知 106 5.9 105 5.9 106 6.2 104 5.8 108 6.1

矧 こ何もしていない 1 0.1 4 0.2 3 0.2 1 0.1 3 0.2

その他 650 36.5 653 36.7 605 35.2 635 35.6 630 35.4

検診実施市区町村数(再掲) 1782 1781 1720 1783 1781

7.その他のがん

7-1指針以外のがん種※の検診実施について

単市区町村蛸 L L..

指針で示しているがん種のみ実施 527 43.4

指針で示しているがん種以外も実施 1238 101.9

無回答 18 1.5

※胃がん･子宮がん･肺がん･乳がん･大腸がん以外のがん種

7-2指針で示しているがん種以外の検診について(複数回答可)

頻 市区町村機 韻済 姦鮭漁蔽

前立腺がんくPSA検査等) 1205 67.6■

肝臓がん.胆嚢がん.膵臓がん 55 3.1
(超音波.血液検査)

卵巣がん(超音波検査) 29 1.6

甲状腺がん(超音波検査) 10 0.6
咽頭がん.喉頭がん.口腔がん 25 1.4

55 3.1

本調査に回答した全市区町村数 1783
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